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(1）連結経営指標等 

（注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 
２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１期は、潜在株式が存在しないため、また、第２
期及び第３期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

第一部【企業情報】 
第１【企業の概況】 
１【主要な経営指標等の推移】 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 

売上高（百万円）  82,603  110,504  151,094

経常利益（百万円）  7,922  10,508  11,130

当期純利益（百万円）  4,377  6,144  5,926

包括利益（百万円）  －  5,886  6,147

純資産額（百万円）  29,897  34,341  38,902

総資産額（百万円）  50,139  59,143  58,315

１株当たり純資産額（円）  927.97  1,062.30  1,198.77

１株当たり当期純利益金額（円）  135.90  190.46  183.20

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額（円） 

 －  －  －

自己資本比率（％）  59.6  58.0  66.6

自己資本利益率（％）  15.4  19.1  16.2

株価収益率（倍）  11.9  8.9  9.8

営業活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

 6,219  5,457  11,297

投資活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

 △3,880  △3,743  △2,278

財務活動によるキャッシュ・フロ
ー（百万円） 

 △2,478  △1,129  △7,705

現金及び現金同等物の期末残高
（百万円） 

 1,711  2,250  3,527

従業員数 
（外、平均臨時雇用者数）（人） 

 
( ) 
1,180
201

 
( ) 
1,206
222

 
( ) 
1,277
227
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(2）提出会社の経営指標等 

（注）１．営業収益には消費税等は含まれておりません。 
２．配当性向については、１株当たり配当額を１株当たり当期純利益金額で除して算定しております。 
３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第１期は、潜在株式が存在しないため、また、第２
期及び第３期は希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

  

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 

営業収益（百万円）  8,378  4,453  6,057

経常利益（百万円）  7,910  3,519  5,006

当期純利益（百万円）  7,911  3,530  4,911

資本金（百万円）  4,480  4,480  4,480

発行済株式総数（株）  36,254,344  36,254,344  36,254,344

純資産額（百万円）  28,596  30,684  34,009

総資産額（百万円）  29,405  40,901  41,173

１株当たり純資産額（円）  887.60  949.09  1,047.75

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間配当額）
（円） 

 
( ) 
50.00
25.00

 
( ) 
50.00
25.00

 
 

60.00
(30.00)

１株当たり当期純利益金額（円）  227.99  109.42  151.83

潜在株式調整後１株当たり当期純
利益金額（円） 

 －  －  －

自己資本比率（％）  97.3  75.0  82.4

自己資本利益率（％）  27.7  11.9  15.2

株価収益率（倍）  7.1  15.5  11.8

配当性向（％）  21.93  45.70  39.52

従業員数（人）  15  17  20
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＜当社設立以降の沿革＞ 

  
＜ご参考 アサヒプリテック株式会社の株式移転までの沿革＞ 

  

２【沿革】 

年月 事項 

平成21年４月 アサヒプリテック㈱とジャパンウェイスト㈱との共同株式移転により、当社設立 

東京証券取引所市場第一部上場 

平成21年12月 井尾ガラス㈱の事業を当社子会社であるジャパンウェイスト㈱の連結子会社であるＪＷガラスリサ

イクル㈱にて譲受ける 

平成22年６月 当社子会社であるアサヒプリテック㈱の子会社、上海朝日浦力環境科技有限公司が現地企業と合弁

会社「江門朝日励福資源綜合利用有限公司」を設立 

平成22年８月 当社子会社であるジャパンウェイスト㈱がエコマックス㈱の株式取得 

平成23年６月 当社子会社であるアサヒプリテック㈱が㈱ウスダ製作所の株式取得 

平成23年８月 当社子会社であるジャパンウェイスト㈱が㈱共同化学の株式取得 

年月 事項 

昭和39年４月 写真定着液廃液の回収、銀地金精製及び販売、写真薬品及び材料の販売を目的として、大阪市城東

区に㈱朝日化学研究所を設立（資本金４百万円） 

昭和48年12月 神戸市より産業廃棄物処理業の許可を写真関係の処理業者として全国で初めて受け、産業廃棄物処

理業を開始 

昭和58年11月 当社製銀地金がＬ.Ｍ.Ｅ.（ロンドン金属取引所）公認ブランドの認定を受ける 

昭和59年８月 東京金取引所の会員としての認可を受ける 

平成４年４月 ㈲佐藤貴金属の社員持分の全部を譲受ける 

平成６年11月 海外展開に向けマレーシアに現地法人“ASAHI G&S SDN. BHD.”（現・連結子会社）を設立 

平成９年４月 ㈱九州アサヒ、㈱四国アサヒ、㈱北陸アサヒ、㈱佐藤貴金属、㈱ボンアンジュを吸収合併し「アサ

ヒプリテック株式会社」に商号変更 

平成10年１月 神戸市中央区加納町四丁目４番17号に本社事務所を移転 

神戸市東灘区魚崎浜町21番地に本店所在地を移転 

平成10年10月 当社製のパラジウム地金がロンドン・プラチナ・パラジウム・マーケット（Ｌ.Ｐ.Ｐ.Ｍ.）の指定

ブランドとして認可 

平成11年７月 テクノセンターにおいて国際品質保証規格「ＩＳＯ9002（現ＩＳＯ9001）」の認証を取得 

平成11年10月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

日本金地金流通協会の正会員となる 

平成12年５月 テクノセンターにおいて国際環境マネジメントシステム規格「ＩＳＯ14001」の認証を取得 

平成12年７月 当社製の銀地金がロンドン・ブリオン・マーケット・アソシエーション（Ｌ.Ｂ.Ｍ.Ａ.）の指定ブ

ランドとして認可 

平成12年９月 当社製のプラチナ地金がロンドン・プラチナ・パラジウム・マーケット（Ｌ.Ｐ.Ｐ.Ｍ.）の指定ブ

ランドとして認可 

平成12年11月 東京証券取引所市場第二部上場 

平成13年７月 ㈱三商（現・連結子会社）と株式交換 

㈱大門と㈱エコマテリアルの株式取得 

平成14年３月 東京証券取引所市場第一部上場 

平成14年10月 阪神事業所（兵庫県尼崎市）内にパソコンリサイクルセンターを開設 

平成15年３月 東アジアにおける商圏確立を目指し中国・上海市に“上海朝日浦力環境科技有限公司”（現・連結

子会社）を設立 

平成16年４月 日本ケミテック㈱（現・連結子会社）の株式取得 

平成17年４月 ㈱塩入建材（現・連結子会社）と株式交換 

平成18年１月 ㈱イヨテック（現・連結子会社）と株式交換 

平成18年２月 錦興産㈱の株式取得 

平成18年９月 韓国の連絡事務所を「韓国アサヒプリテック株式会社」として現地法人化 

平成19年２月 プライバシーマークの認証取得 

年月 事項 
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平成19年３月 東京都千代田区丸の内一丁目7番12号に東京本社を設置 

平成19年４月 錦興産㈱を吸収合併 

平成19年５月 ㈱太陽化学（現・連結子会社）と株式交換 

平成19年11月 ㈱サニックスの事業の一部譲受けにより北九州事業所設置 

平成20年５月 完全子会社「ジャパンウェイスト株式会社」を設立 

平成20年９月 当社製の金地金がロンドン・ブリオン・マーケット・アソシエーション（Ｌ.Ｂ.Ｍ.Ａ.）の指定ブ

ランドとして認可 

平成20年10月 富士炉材㈱（現・連結子会社）の株式取得 

平成21年３月 株式移転により持株会社「アサヒホールディングス株式会社」の完全子会社となるため、上場廃止 
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 当社グループは、純粋持株会社であるアサヒホールディングス株式会社（当社）とアサヒプリテック株式会社、ジ
ャパンウェイスト株式会社、他子会社15社及び関連会社１社で構成されており、次のとおり、貴金属リサイクルと環
境保全を主たる事業としております。 

  
(1）貴金属リサイクル事業 
   貴金属リサイクル事業は、貴金属含有スクラップ等から、金・銀・パラジウム・プラチナ・インジウム等の貴金
  属・希少金属をリサイクルし、販売することを主たる業務としております。 
    アサヒプリテック株式会社は国内において、電子材料分野、歯科材料分野、宝飾流通・製造分野、自動車触媒分
   野から集荷した貴金属・希少金属含有スクラップを、各地の工場で回収・分離・精錬し、高純度の地金製品等とし
   て、商社、半導体・電子部品メーカー、フィルムメーカー等に販売しております。海外では、ASAHI G&S SDN.BHD.
   がマレーシア・シンガポール地域において、上海朝日浦力環境科技有限公司が中国において、また、韓国アサヒプ
   リテック株式会社が韓国において、貴金属リサイクル事業を推進しております。株式会社ウスダ製作所は、半導 
   体・電子部品メーカー等で使用される製造機械装置の部品について精密洗浄を行う事業を行っております。 
  
(2）環境保全事業 
   環境保全事業は、産業廃棄物の収集運搬及び中間処理を主たる業務としております。 
    アサヒプリテック株式会社は、各業界の工場、写真現像所、印刷所、病院、学校、研究機関等から排出される、
      廃酸・廃アルカリ、廃油、汚泥、廃薬品、感染性医療廃棄物等を処理・無害化しております。その他にジャパンウ
      ェイスト株式会社を親会社としたグループ各社において以下の環境保全事業を行っております。株式会社三商、日
      本ケミテック株式会社は、主として工場から排出される産業廃棄物の収集運搬及び中間処理を行っております。株
      式会社塩入建材は、土木工事・解体事業に加え、そこから発生する建設廃材の再資源化や建設発生土の再生を行っ
      ております。株式会社イヨテックは、製造業への人材派遣等を業としており、製造現場から発生する廃棄物を処理
      する事業との連携を推進しております。株式会社太陽化学は、ＩＴ・エレクトロニクス・石油化学関連の企業から
      排出される工場廃液及び医療系感染性廃棄物等を処理しております。富士炉材株式会社は、自治体のゴミ焼却炉に
      おけるダイオキシン・重金属を含む特別管理産業廃棄物処理や硝子製造用の溶炉改修・解体・煉瓦屑処理事業を営
      み、溶炉屑から耐火煉瓦を取り出し、マテリアルリサイクルや有害物処理を行っております。ＪＷガラスリサイク
      ル株式会社は、板ガラスやガラス瓶を回収し、選別破砕の上、高品位のガラスカレットとして再生・販売しており
      ます。エコマックス株式会社は、廃棄物焼却処理施設等から発生する燃え殻、汚泥、ばいじんの無害化処理（コン
      クリート固型化）を行っております。株式会社共同化学は、産業廃棄物の収集運搬・処理および写真感材事業を行
      っております。    
  
  

３【事業の内容】 
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［事業系統図］ 
 以上述べた事項を事業系統図によって示すと、次のとおりであります。 
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（注）１．「主要な事業の内容」欄には、セグメントの名称を記載しております。 
２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接所有割合で内数であります。 
３．特定子会社に該当しております。 
４．アサヒプリテック㈱については、売上高（連結会社相互間の内部売上高を除く。）の連結売上高に占める割
合が10％を超えております。 

(1）連結会社の状況 

４【関係会社の状況】 

名称 住所 資本金又は出資
金（百万円） 

主要な事業の内
容 

議決権の所
有割合(％) 関係内容 

（連結子会社）         

アサヒプリテック㈱ 
(注)３．４ 

神戸市東灘区  4,480

貴金属リサイク
ル事業及び環境
保全事業 

 100.0

当社と経営管理契約を締結
している。 
資金の貸付あり。 
役員の兼務３名 

ジャパンウェイスト㈱ 神戸市中央区  400 環境保全事業  100.0

当社と経営管理契約を締結
している。 
役員の兼務１名 

㈱三商 川崎市川崎区  10 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

日本ケミテック㈱ 埼玉県川口市  90 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

㈱塩入建材 長野県長野市  40 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

㈱太陽化学 
鹿児島県鹿児
島市 

 8 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

役員の兼務１名 

㈱イヨテック 兵庫県明石市  10 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

富士炉材㈱ 東京都大田区  10 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

ＪＷガラスリサイクル
㈱ 

東京都江東区  30 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

エコマックス㈱ 
神奈川県高座
郡寒川町 

 100 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

㈱ウスダ製作所 長野県東御市  12
貴金属リサイク
ル事業 

 
（ ）
100.0
100.0

  

㈱共同化学 
北海道苫小牧
市 

 10 環境保全事業 
 

（ ）
100.0
100.0

  

ASAHI G&S SDN. 
BHD. 

マレーシア 
ペナン市 

万マレーシ
アリンギット 
250 貴金属リサイク

ル事業 
 

（ ）
100.0
100.0

役員の兼務２名 

上海朝日浦力環境科技
有限公司 

中国上海市 万米ドル 180
貴金属リサイク
ル事業 

 
（ ）
100.0
100.0

役員の兼務２名 

韓国アサヒプリテック
㈱ 
(注)３ 

韓国ソウル市 億ウォン 186
貴金属リサイク
ル事業 

 
（ ）
100.0
100.0

役員の兼務２名 

その他２社         

（持分法適用関連会社）         

江門朝日励福資源綜合
利用有限公司 

中国江門市 万元 1,500
貴金属リサイク
ル事業 

 
（ ）
40.0
40.0

  

主要な損益情報等 (1）売上高 百万円139,773
  (2）経常利益 百万円10,631
  (3）当期純利益 百万円6,044
  (4）純資産額 百万円24,216
  (5）総資産額 百万円39,401

５【従業員の状況】 
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 （注）１．従業員数は就業人員数（当社グループからグループ外への出向者を除き、グループ外から当社グループへの
出向者を含む。）であり、臨時雇用者数は（ ）内に年間の平均人員を外数で記載しております。 
なお、臨時雇用者には、パートタイマー及び一部の嘱託契約の雇用者を含み、派遣社員は除いております。

２．アサヒプリテック㈱の各部署におきましては、貴金属リサイクル事業、環境保全事業の両セグメントの業務
を行っており、セグメント別区分が困難でありますので、セグメント別従業員数は記載しておりません。 

３．全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 
  

平成24年３月31日現在

会社名称 セグメントの名称 従業員数（人） 

アサヒホールディングス㈱ 全社（共通） 
 

（ － ） 
20

アサヒプリテック㈱ 貴金属リサイクル事業及び環境保全事業 
（注）２ 

（ 123） 
856

ジャパンウェイスト㈱ 環境保全事業 
 

（ － ） 
40

㈱三商 環境保全事業 
 

（ － ） 
14

日本ケミテック㈱ 環境保全事業 
 

（  10） 
63

㈱塩入建材 環境保全事業 
 

（ － ） 
26

㈱太陽化学 環境保全事業 
 

（   5） 
55

㈱イヨテック 環境保全事業 
 

（  17） 
2

富士炉材㈱ 環境保全事業 
 

（   1） 
29

ＪＷガラスリサイクル㈱ 環境保全事業 
 

（  50） 
46

エコマックス㈱ 環境保全事業 
 

（   4） 
30

㈱ウスダ製作所 貴金属リサイクル事業 
 

（   8） 
28

㈱共同化学 環境保全事業 
 

（   1） 
5

ASAHI G&S SDN.BHD. 貴金属リサイクル事業 
 

（   1） 
3

上海朝日浦力環境科技有限公司 貴金属リサイクル事業 
 

（ － ） 
9

韓国アサヒプリテック㈱ 貴金属リサイクル事業 
 

（   3） 
24

その他２社 環境保全事業 
 

（   4） 
27

合計   
 

（ 227） 
1,277
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(2）提出会社の状況 
 当社の従業員数は次のとおりであります。 

（注） 平均年間給与は、基準外賃金及び賞与を含んでおります。 

（注） 全社（共通）として記載されている従業員数は、管理部門に所属しているものであります。 
  
(3）労働組合の状況 
 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しており、特記すべき事項はありません。 

  

  平成24年３月31日現在

従業員数（人） 平均年齢 平均勤続年数 平均年間給与（円） 

 20 才 ヶ月 38 6 年 ヶ月 2 6  6,757,426

セグメントの名称 従業員数（人） 

全社（共通） （－） 20
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(1）業績 
当連結会計年度におけるわが国経済は、東日本大震災、欧州債務危機、円高などの影響により厳しい状況が続き
ました。 
このような状況の中、貴金属リサイクル事業領域においては、金・銀・パラジウムの回収量が前連結会計年度実
績を上回りましたが、プラチナ・インジウムの回収量が前連結会計年度実績を下回りました。また、金・銀・パラ
ジウム・インジウムの平均販売単価が前連結会計年度実績を上回りましたが、プラチナの平均販売単価が前連結会
計年度実績を下回りました。環境保全事業領域においては、廃油・廃液・医療系廃棄物などの取扱量が前連結会計
年度実績を上回りました。 
以上の結果、当連結会計年度の業績は、売上高151,094百万円（前連結会計年度比40,590百万円増、36.7％
増）、営業利益11,217百万円（前連結会計年度比556百万円増、5.2％増）、経常利益11,130百万円（前連結会計年
度比621百万円増、5.9％増）、当期純利益5,926百万円（前連結会計年度比217百万円減、3.5％減）となりまし
た。セグメント別の売上高は、貴金属リサイクル事業が136,571百万円（前連結会計年度比40,173百万円増、
41.7％増）、環境保全事業が14,522百万円（前連結会計年度比416百万円増、3.0％増）であります。 

  
(2）キャッシュ・フロー 
当連結会計年度末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、前連結会計年度末より1,277百万
円増加し、当連結会計年度末には3,527百万円となりました。当連結会計年度末における各キャッシュ・フローは
次のとおりであります。 

  
（営業活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は11,297百万円（前連結会計年度比107.0％増）となりま
した。 
これは主に、税金等調整前当期純利益10,810百万円（前連結会計年度比2.6％増）と減価償却費2,345百万円（前
連結会計年度比13.4％増）、たな卸資産の減少5,503百万円（前連結会計年度は5,758百万円の増加）、売上債権の
増加4,574百万円（前連結会計年度比592.7％増）及び法人税等の支払4,097百万円（前連結会計年度比41.7％増）
によるものであります。 

  
（投資活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は2,278百万円（前連結会計年度比39.1％減）となりまし
た。 
これは主に、北九州工場設備の更新投資等における有形固定資産の取得による支出1,504百万円（前連結会計年
度比52.9％減）によるものであります。 

  
（財務活動によるキャッシュ・フロー） 
当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は7,705百万円（前連結会計年度比582.3％増）となりまし
た。 
これは主に、長短借入金の純減少額6,026百万円（前連結会計年度は367百万円の増加）及び配当金の支払額
1,777百万円（前連結会計年度比10.2％増）によるものであります。 

  

第２【事業の状況】 
１【業績等の概要】 
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(1）生産実績 
 当連結会計年度における生産実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．金額は販売価格によっております。 
２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 

  
(2）受注状況 
 当社グループは回収量に応じて生産を行っているため、該当事項はありません。 

  
(3）販売実績 
 当連結会計年度における販売実績をセグメントごとに示すと、次のとおりであります。 

（注）１．最近２連結会計年度の主要な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合は、次のとお
りであります。 

２．上記金額には消費税等は含まれておりません。 
  

２【生産、受注及び販売の状況】 

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

貴金属リサイクル事業  107,927  131.0

環境保全事業  14,145  101.4

合計  122,073  126.7

セグメントの名称 金額（百万円） 前年同期比（％） 

貴金属リサイクル事業  136,571  141.7

環境保全事業  14,522  103.0

合計  151,094  136.7

相手先 

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

金額（百万円） 割合（％） 金額（百万円） 割合（％） 

三井物産㈱   8,735  7.9  37,410  24.8

Standard Bank Plc  15,359  13.9  15,123  10.0
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(1）アジア地域における事業の拡大 
 韓国においては、エレクトロニクス分野及び歯科材料分野の事業を一層拡大します。中国においては、現地有力
企業との合弁企業が事業を開始します。さらにアジア地域等海外市場からの貴金属回収を拡大します。現地企業と
の提携関係の構築等により、顧客や販路の開拓を進めます。 

  
(2）Ｍ＆Ａによる事業領域の拡張 
 引き続き投資収益性の高いＭ＆Ａを積極的に推進し、環境保全事業など既存事業の拡大のみならず新たな事業領
域への進出を目指します。 

  
(3）グループ経営管理の効率化 
 事業会社の組織階層や役員数を削減するとともに、持株会社にグループ各社の経営管理機能を集約し、連結ベー
スで管理コストを削減します。他方、企業内情報システムを強化し、スピーディで効率的なオペレーションを実現
します。 

  
  

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可
能性のある事項には、以下のようなものがあります。 
 なお、以下の事項は、当該有価証券報告書提出日（平成24年６月15日）現在において当社グループが判断したもの
であります。 

  
(1）貴金属相場及び為替相場の変動による業績への影響について 
 当社グループの貴金属リサイクル事業における主力製品である貴金属及び希少金属は、国際商品市場で取引され
ており、その価格は、供給国及び需要国の政治経済動向、為替相場等、世界の様々な要因により変動しておりま
す。このため、当社グループの経営成績は貴金属相場の影響を受ける可能性があります。これに対しては先渡取引
等を通してヘッジし、リスクの軽減に取り組んでおります。 

  
(2）法的規制について 
 当社グループは、「廃棄物の処理及び清掃に関する法律」に基づく事業者として、各種の産業廃棄物の収集運搬
及び処理を行っており、当該法律のほか「水質汚濁防止法」、「大気汚染防止法」、「下水道法」等の規制を受け
ております。また、当社グループは、産業廃棄物では収集運搬業許可を全ての都道府県・政令市で、処分業許可を
15都道府県10政令市・中核市で、特別管理産業廃棄物では収集運搬業許可を全ての都道府県・政令市で、処分業許
可を12都道府県８政令市・中核市で、取得しておりますが、許認可にあたっては、県または市条例、各種規制等の
地方行政レベルでの規制の遵守が前提になっております。 
 環境問題への社会的関心の高まりから、これらの法的規制は強化される方向にありますが、その対策としての設
備投資はもとより、処理施設の新設・移転・設備更新時には設置許可や変更許可が必要となります。それらの際に
は、近隣住民の同意が必要となる場合がありますが、その同意が困難な場合があります。 
 以上により、これらの法的規制や社会動向等は、当社グループの経営成績及び財政状態に影響を与える可能性が
あります。 

  

３【対処すべき課題】 

４【事業等のリスク】 
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 該当事項はありません。 
  

(1）研究開発活動の方針 
 当社グループは蓄積された高度な要素技術及び分析技術を基盤として、貴金属・希少金属リサイクル及び環境保
全事業に関する研究開発を積極的に推進しております。 
 開発テーマは広範囲にわたり、貴金属・希少金属リサイクルに必要な溶融、分離、抽出、精製、電気分解、成
形、加工の各技術開発、研究開発に不可欠な各種分析技術、さらには産業廃棄物の処理・無害化や再資源化技術、
環境ビジネスに関する研究開発を展開しております。時代を象徴する携帯電話やコンピュータ、薄型ディスプレイ
等を構成する電子材料や次世代のエネルギー源である燃料電池、太陽光電池等には、大量の貴金属、希少金属資源
が使用されております。これらの資源の枯渇は21世紀の産業において大きな障害になることが予想され、リサイク
ルは社会の継続的発展に不可欠なものとなっております。 

  
 具体的には、 
(1）貴金属、希少金属の回収、再生 
(2）貴金属合金の開発 
(3）工場廃液からの有価物再資源化と水の再利用 
(4）有害物質の拡散防止及び無害化 
(5）先端材料のリサイクル 
(6）工場の技術改善 
(7）中性電解水の応用技術 
等が挙げられます。 

  
(2）研究開発活動の体制 
 当社グループの研究開発活動は主にアサヒプリテック株式会社のテクノセンターが担っており、新しいプロセス
技術や製品の開発及び分析技術の開発を同センター内の研究開発部が担当し、関連する設備の開発は生産技術部が
担当しております。また、設備の改善・改良及び保守につきましても生産技術部が担当しております。一方、従来
技術の改善・改良によるコストの低減・品質の向上につきましては、工場との窓口である製造部が、研究開発部、
生産技術部と連携して推進しております。新規事業に関しましては効率的な活動の推進のため、必要に応じて事業
部・工場を含めたプロジェクトチームを編成して取り組む体制を取っております。 

  

 
  

５【経営上の重要な契約等】 

６【研究開発活動】 
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(3）研究開発活動の目的、主要課題、研究成果及び研究開発費 
 当連結会計年度における研究開発費は、357百万円であります。なお、研究開発費については、基礎研究分野に
かかわる費用をセグメント別に関連づけることが困難であるため、その総額を記載しております。研究開発活動の
目的、主要課題、研究成果は次のとおりであります。 

  
＜貴金属リサイクル事業＞ 
(1）貴金属剥離技術の開発 
 株式会社ウスダ製作所が新たにアサヒホールディングスグループ入りしたことに伴い、半導体産業で使用され
る治具等からの貴金属剥離技術を新たに開発しております。薬液を用いる化学剥離やブラスト材を機械的に投射
する物理剥離により、母材を傷つけず短時間で回収効率のよい剥離技術の確立を目指しております。 
 本技術は当連結会計年度中にウスダ製作所において試験処理設備の導入を終え、翌連結会計年度中には量産規
模の工程を設置の予定であります。 

  
(2）銀回収の効率向上 
 写真定着廃液をはじめ、銀含有廃液からの銀回収には電解機を用いておりますが、制御方法等、電気分解条件
の大幅な見直しにより、銀回収率の向上を実現することができました。本技術開発の成果は当連結会計年度から
翌連結会計年度にかけて、各工場・営業所内の銀電解回収工程に順次導入していく計画であります。 

  
(3）低品位貴金属含有廃棄物からのパラジウム回収技術開発 
 新エネルギー・産業技術総合開発機構（ＮＥＤＯ）の平成22年度希少金属代替・削減技術実用化開発助成事業
において、アサヒプリテック株式会社が提案いたしました「低品位貴金属含有廃棄物からのパラジウム回収技術
の開発」が採択され、当連結会計年度中に実用化のための基礎的な技術開発を行いました。分級／分別や濃縮、
分析などの要素技術開発で成果が得られ、翌連結会計年度以降の実用化を目指してさらなる研究開発を継続して
おります。 

  
＜環境保全事業＞ 
 焼却処理効率化・再資源化への取組み 
 北九州工場の産業廃棄物焼却炉では、引き続き、投入焼却物の組成や元素移動など炉内挙動の調査、マテリア
ルバランスの検証に取組み、当連結会計年度では望ましい運転条件を決定する操業支援システムを構築いたしま
した。また、新しい分析手法や分析機器の導入など、分析体制の充実にも取り組んでおります。その結果、安全
で安定した炉の操業を実現するとともに温室効果ガスの大幅な排出削減やコストダウンを達成しております。 
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 文中の将来に関する事項は、当該有価証券報告書提出日（平成24年６月15日）現在において当社グループが判断し
たものであります。 

  
(1）重要な会計方針及び見積り 
 当社グループの連結財務諸表は、一般に公正妥当と認められている会計基準に基づき作成されており、財政状態
及び経営成績に関する以下の分析が行われております。 
 当社経営陣は、連結財務諸表の作成に際し、決算日における資産・負債の報告数値及び偶発資産・負債の開示並
びに報告期間における収入・費用の報告数値に影響を与える見積りを行っております。具体的には、貸倒引当金、
投資の減損、退職給付引当金等が該当しますが、いずれも適正に見積っております。 

  
(2）当連結会計年度の経営成績の分析 
 当連結会計年度の連結売上高は151,094百万円（前連結会計年度比36.7％増）、営業利益は11,217百万円（前連
結会計年度比5.2％増）、経常利益は11,130百万円（前連結会計年度比5.9％増）、当期純利益は5,926百万円（前
連結会計年度比3.5％減）となりました。 
 なお、セグメント別の分析につきましては、第２［事業の状況］１［業績等の概要］(1)業績に記載のとおりで
あります。 

  
(3）経営成績に重要な影響を与える要因について 
 当社グループは貴金属リサイクル事業において、貴金属及び希少金属を扱っており、貴金属相場及び為替相場の
変動による影響を受ける可能性があります。なお、取扱製品を多様化すること等により、リスク軽減に努めており
ます。 

  
(4）戦略的現状と見通し 
 貴金属リサイクル事業においては、世間一般の資源循環ニーズの高まりにより、自らの役割の重要性を認識し、
新たな事業機会の活用、新規顧客の開拓を通して、引き続き成長性の確保と収益性の向上に努めております。 
 環境保全事業においては、多様な産業廃棄物の適正処理が求められる市場において、アサヒホールディングスグ
ループとして顧客ニーズに幅広く対応できる「ワン・ストップ」体制を志向し、顧客からの信頼をますます高めつ
つ、高付加価値の事業展開を推進しております。 

  
(5）資本の財源及び資金の流動性についての分析 
 当社グループは、事業活動のための適切な資金確保及び適切な流動性の維持を図るにあたり、営業活動で得られ
た資金により設備投資の資金をまかなうことを基本方針としています。主なキャッシュ・フローの状況は以下のと
おりであります。 
 当連結会計年度において営業活動の結果得られた資金は11,297百万円となりました。 
 これは主に、税金等調整前当期純利益10,810百万円と減価償却費2,345百万円、たな卸資産の減少5,503百万円、
売上債権の増加4,574百万円及び法人税等の支払4,097百万円によるものであります。 
 当連結会計年度において投資活動の結果使用した資金は2,278百万円となりました。 
 これは主に、北九州工場設備の更新投資等における有形固定資産の取得による支出1,504百万円によるものであ
ります。 
 当連結会計年度において財務活動の結果使用した資金は7,705百万円となりました。 
 これは主に、長短借入金の純減少額6,026百万円及び配当金の支払額1,777百万円によるものであります。 
 以上の結果、現金及び現金同等物の期末残高は、3,527百万円となり、前連結会計年度末より1,277百万円増加し
ました。 
 当社グループは、現金及び現金同等物、その他の流動性資産の水準から、十分な流動性を確保していると考えて
おりますが、この資金を効率的な拡大再生産に振り向けていくことが経営課題であると認識しております。 
 なお、当社グループは、現在取引している金融機関と良好な関係を築いております。 

  

７【財政状態、経営成績及びキャッシュ・フローの状況の分析】 
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 当連結会計年度における設備投資額は1,617百万円となりました。当社グループにおける主な内容は、貴金属リサ
イクル事業においては、アサヒプリテック株式会社の尼崎工場の設備増設等であります。なお、株式会社ウスダ製作
所を連結子会社化したため、同社の本社工場が新たに当社グループの主要な設備となりました。 
 環境保全事業においては、北九州工場の設備更新等であります。なお、株式会社共同化学を連結子会社化したた
め、同社の本社工場が新たに当社グループの主要な設備となりました。 
 また、固定資産除売却損は67百万円となりました。当社グループにおける主な内容は、アサヒプリテック株式会社
の設備除却であります。 

  

(1）提出会社 
 該当事項はありません。 

  

第３【設備の状況】 
１【設備投資等の概要】 

２【主要な設備の状況】 
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(2）国内子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウェアであり、建設仮勘定を含んでおります。 
２．建物の一部を連結会社以外から賃借しており、賃借料は149万円（年額）であります。 
３．上記中＜ ＞書は、外書で提出会社から賃借中のものであります。 
４．上記中［ ］書は、内書で賃貸中のものであります。 
５．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

  平成24年３月31日現在

会社名 事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額 

従業員
数(人) 建物及び

構築物 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

アサヒプリテッ
ク㈱ 

神戸本社、東京
本社 

貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

統括業務施設 
（注）２  38

 
 

74
[74]

 －  
<55> 
463  

<55> 
575  

 
56
(－)

  
テクノセンター 
(神戸市西区) 

貴金属リサイクル事業 
研究開発施設 
生産設備 

 
<668> 
28

 133
 

<975> 
 

－

(7,189)
 40

 
<1,643> 
202  

 
85
(7)

  
北関東事業所 
(埼玉県北葛飾
郡杉戸町) 

貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

営業・生産・そ
の他の設備 

 
<513> 
116

 222
 

<644> 
 

－

(5,801)
 34

 
<1,158> 
373  

 
109
(12)

  
阪神事業所 
(兵庫県尼崎市) 

貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

営業・生産・そ
の他の設備 

 
<233> 
564

 431
 

<1,516> 
 

－

(13,791)
 183

 
<1,750> 
1,179  

 
74
(14)

  
神戸事業所 
(神戸市東灘区) 

貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

営業・生産・そ
の他の設備 

 
<300> 
38

 27
 

<886> 
 

－

(10,161)
 9

 
<1,187> 

76  
 

99
(6)

  
四国事業所 
(愛媛県西条市) 

貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

営業・生産・そ
の他の設備 

 
<844> 
33

 341
 

<786> 
 

－

(20,338)
 25

 
<1,631> 
400  

 
74
(20)

  
福岡事業所 
(福岡県古賀市) 

貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

営業・生産・そ
の他の設備 

 
<594> 
31

 141
 

<623> 
 

－

(17,743)
 13

 
<1,217> 
186  

 
55
(13)

  
北九州事業所 
(北九州市門司
区) 

環境保全事業 
営業・生産・そ
の他の設備  397  207

 
 

282
(22,279)

 13  900
 
 

57
(4)

  営業所 
貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

営業・生産・そ
の他の設備 

 
<1,005> 
1,650

 74
 

<1,428> 
 

1,492

(50,255)
 98

 
<2,434> 
3,316  

 
247
(47)

ジャパンウェイ
スト㈱ 

横浜事業所 
(横浜市鶴見区) 

環境保全事業 
産業廃棄物処理
設備  50  181  －  18  249

 
 

40
(－)

㈱三商 
本社工場 
(横浜市鶴見区) 

環境保全事業 
廃プラスチック
処理設備  47  13

 
 

323
(3,591)

 2  387
 
 

14
(－)

日本ケミテック
㈱ 

本社工場 
(埼玉県川口市) 

環境保全事業 
産業廃棄物処理
設備  1,211  142

 
 

1,845
(17,238)

 30  3,229
 
 

63
(10)

㈱塩入建材 
本社工場 
(長野県長野市) 

環境保全事業 
建築廃材処理設
備  99  25

 
 

305
(25,121)

 1  431
 
 

26
(－)

㈱太陽化学 
本社工場 
(鹿児島県鹿児
島市) 

環境保全事業 
産業廃棄物処理
設備  206  86

 
 

205
(28,220)

 18  517
 
 

55
(5)

富士炉材㈱ 
本社工場 
(東京都大田区) 

環境保全事業 
溶炉関連処理設
備  20  20

 
 

167
(1,650)

 9  218
 
 

29
(1)

ＪＷガラスリサ
イクル㈱ 

本社工場 
(東京都江東区) 

環境保全事業 
ガラスリサイク
ル設備  91  86

 
 

1,091
(18,630)

 7  1,276
 
 

46
(50)

エコマックス㈱ 
本社工場 
(神奈川県高座
郡寒川町) 

環境保全事業 
産業廃棄物処理
設備  26  99  －  2  128

 
 

30
(4)

㈱ウスダ製作所 
本社工場 
(長野県東御市) 

貴金属リサイクル事業 精密洗浄設備  41  34
 
 

75
(9,064)

 17  167
 
 

28
(8)

㈱共同化学 
本社工場 
(北海道苫小牧
市) 

環境保全事業 
産業廃棄物処理
設備 

 －  10  －  2  13
 
 
5
(1)
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６．リース契約による主な賃借設備は、次のとおりであります。 

  
(3）在外子会社 

 （注）１．帳簿価額のうち「その他」は、工具器具備品及びソフトウェアであり、建設仮勘定を含んでおります。 
２．従業員数の（ ）は、臨時雇用者数を外書しております。 

  

 設備投資につきましては、中期的な事業展開や投下資本利益率等を総合的に勘案して実施し、事業の安定と成長の
実現につなげております。 
 重要な設備の新設、除却等の計画は、以下のとおりであります。 

  
(1）重要な設備の新設 
 該当事項はありません。 

  
(2）重要な設備の改修 
 該当事項はありません。 

  
(3）重要な設備の除却 
 該当事項はありません。 

  

会社名 事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容 従業員数 

（人） 
年間リース料 
（百万円） 

アサヒプリテック㈱ 本社ほか 
貴金属リサイクル事業 
環境保全事業 

車両運搬具他  856  6

㈱三商 
本社工場 
(横浜市鶴見区) 

環境保全事業 車両運搬具他  14  1

ＪＷガラスリサイクル㈱ 
本社工場 
(東京都江東区) 

環境保全事業 ガラスリサイクル設備  46  5

  平成24年３月31日現在

会社名 事業所名 
（所在地） セグメントの名称 設備の内容 

帳簿価額 

従業員
数(人) 建物及び

構築物 
(百万円) 

機械装置
及び運搬
具 
(百万円) 

土地 
(百万円) 
(面積㎡) 

その他 
(百万円) 

合計 
(百万円) 

ASAHI G&S SDN. 

BHD. 

本社工場 
(マレーシアペ

ナン市) 
貴金属リサイクル事業 生産設備  0  10  －  0  11

 
 
3

(1)

上海朝日浦力環

境科技有限公司 
本社工場 
(中国上海市) 

貴金属リサイクル事業 生産設備  24  47  －  5  77
 
 
9

(－)

韓国アサヒプリ

テック㈱ 
本社工場 
(韓国ソウル市) 

貴金属リサイクル事業 生産設備  607  279
 
 

183

(24,206)
 8  1,078

 
 

24

(3)

３【設備の新設、除却等の計画】 
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①【株式の総数】 

  
②【発行済株式】 

  

第４【提出会社の状況】 
１【株式等の状況】 
（１）【株式の総数等】 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式  129,000,000

計  129,000,000

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成24年３月31日） 

提出日現在発行数（株） 
（平成24年６月15日） 

上場金融商品取引所名
又は登録認可金融商品
取引業協会名 

内容 

普通株式  36,254,344  36,254,344
東京証券取引所 
市場第一部 

単元株式数 

株 100

計  36,254,344  36,254,344 － － 
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 会社法に基づき発行した新株予約権は、次のとおりであります。 
第１回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議） 
 会社法に基づき、当社取締役に対して新株予約権を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会にお
いて決議されたものであります。 

  

（２）【新株予約権等の状況】 

  事業年度末現在 
（平成24年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成24年５月31日） 

新株予約権の数（個）  800  800

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  80,000  80,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,935 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成24年７月10日 
至 平成27年７月９日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,935 
資本組入額 968 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当てを受けた
対象者は、権利行使時におい
て当社、当社子会社または当
社関連会社の取締役、監査役
または使用人の地位にあるこ
とを要する。ただし、当社、
当社子会社または当社関連会
社の取締役、監査役を任期満
了により退任した場合、また
は定年退職した場合など、当
社取締役会が特別に認めた場
合はこの限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の第三者への譲
渡、質入その他一切の処分
は、別途取締役会の承認がな
い限り認めないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

－ － 
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第２回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議） 
 会社法に基づき、当社の使用人および当社子会社の取締役、使用人に対して特に有利な条件をもって新株予
約権を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

  

 該当事項はありません。 
  

 該当事項はありません。 
  

（注） 発行済株式総数、資本金及び資本準備金の増加は、アサヒプリテック㈱とジャパンウェイスト㈱との共同株式
移転による当社の設立に際して株式を発行したことによるものであります。 

  

  事業年度末現在 
（平成24年３月31日） 

提出日の前月末現在 
（平成24年５月31日） 

新株予約権の数（個）  1,220  1,220

新株予約権のうち自己新株予約権の数（個）  －  －

新株予約権の目的となる株式の種類 普通株式 同左 

新株予約権の目的となる株式の数（株）  122,000  122,000

新株予約権の行使時の払込金額（円）  1,935 同左 

新株予約権の行使期間 
自 平成24年７月10日 
至 平成27年７月９日 

同左 

新株予約権の行使により株式を発行する場合の株
式の発行価格及び資本組入額（円） 

発行価格 1,935 
資本組入額 968 

同左 

新株予約権の行使の条件 

新株予約権の割当てを受けた
対象者は、権利行使時におい
て当社、当社子会社または当
社関連会社の取締役、監査役
または使用人の地位にあるこ
とを要する。ただし、当社、
当社子会社または当社関連会
社の取締役、監査役を任期満
了により退任した場合、また
は定年退職した場合など、当
社取締役会が特別に認めた場
合はこの限りでない。 

同左 

新株予約権の譲渡に関する事項 

新株予約権の第三者への譲
渡、質入その他一切の処分
は、別途取締役会の承認がな
い限り認めないものとする。 

同左 

代用払込みに関する事項 － － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する
事項 

－ － 

（３）【行使価額修正条項付新株予約権付社債券等の行使状況等】 

（４）【ライツプランの内容】 

（５）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額 
（百万円） 

資本金残高 
（百万円） 

資本準備金増
減額 
（百万円） 

資本準備金残
高（百万円） 

平成21年４月１日  36,254,344  36,254,344  4,480  4,480  6,054  6,054
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（注） 自己株式3,517,689株は「個人その他」に35,176単元、単元未満株式の状況に89株を含めて記載しておりま
す。なお、自己株式3,517,689株は株主名簿記載上の株式数であります。 

  

（注）１．上記日本トラスティ・サービス信託銀行㈱、日本マスタートラスト信託銀行㈱の所有株式数は、全て信託業
務に係る株式数であります。 

２．上記のほか、自己株式が3,517千株（9.70％）あります。 
  

（６）【所有者別状況】 
  平成24年３月31日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 金融機関 
金融商品取
引業者 

その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人）  －  36  36  53  139  4  8,851  9,119  －

所有株式数（単元）  －  72,869  4,697  36,178  66,718  10    181,236  361,708  83,544

所有株式数の割合
（％） 

 －  20.15  1.30  10.00  18.45  0.00  50.11  100  －

（７）【大株主の状況】 
  平成24年３月31日現在

氏名又は名称 住所 所有株式数 
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

日本トラスティ・サービス信託銀
行㈱（信託口） 

東京都中央区晴海１丁目８－11  1,525  4.21

日本マスタートラスト信託銀行㈱
（信託口） 

東京都港区浜松町２丁目11番３号  1,485  4.10

㈱テラエンタープライズ 兵庫県西宮市深谷町12－39  1,350  3.72

寺山 満春 兵庫県芦屋市  1,082  2.99

ステート ストリート バンク 
アンド トラスト カンパニー 
５０５１０３ 
（常任代理人 香港上海銀行東京
支店） 

P.O. BOX 351 BOSTON MASSACHUSETTS 
02101 U.S.A. 
（東京都中央区日本橋３丁目11－１） 

 988  2.73

㈱Ｋ＆Ｍ 兵庫県西宮市深谷町12－39  900  2.48

寺山 正道 兵庫県芦屋市  802  2.21

アサヒ従業員持株会 兵庫県神戸市中央区加納町４丁目４番17号  640  1.77

㈱テラ・コーポレーション 兵庫県芦屋市大桝町２－17－603  600  1.65

アールビーシーデクシアインベス
ターサービスバンク アカウント
ルクセンブルグノンレジデントド
メスティックレート 
（常任代理人 シティバンク銀行
㈱）  

14, PORTE DE FRANCE, L-4360 ESCH-SUR-
ALZETTE GRAND DUCHY OF LUXEMBOURG 
（東京都品川区東品川２丁目３番14号） 
  

 571  1.58

計 －  9,945  27.43
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①【発行済株式】 

  
②【自己株式等】 

（注） 当社は「従業員持株会連携型ESOP」の導入に伴い、平成22年２月16日付で自己株式の一部を㈱三井住友銀行
（アサヒ従業員持株会信託口）に譲渡しておりますが、上記自己名義所有株式数には当該株式を含めておりま
せん。 

  

（８）【議決権の状況】 

  平成24年３月31日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式   3,517,600 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式  32,653,200  326,532 － 

単元未満株式 普通株式      83,544 － － 

発行済株式総数  36,254,344 － － 

総株主の議決権 －  326,532 － 

  平成24年３月31日現在

所有者の氏名又は名
称 所有者の住所 自己名義所有株

式数（株） 
他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に対
する所有株式数の割
合（％） 

アサヒホールディン
グス㈱ 

神戸市中央区加納町
四丁目４番17号 

 3,517,600  －  3,517,600  9.70

計 －  3,517,600  －  3,517,600  9.70
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 当社は、ストックオプション制度を採用しております。当該制度は、会社法に基づき新株予約権を発行する
方法によるものであります。 
 当該制度の内容は、以下のとおりであります。 

  
第１回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議） 
 会社法に基づき、平成22年６月16日第１期定時株主総会終結の時に在任する当社取締役に対して新株予約権
を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会において決議されたものであります。 

（注） 新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整します。 
① 当社が当社普通株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または併合を行う場合、その他払込金
額の調整をすることが適切な場合には、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果生じ
る１円未満の端数は、これを切上げます。 

② 当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（当社普通株式の交付を請求でき
る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式に
より１株あたりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切上げます。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」に、「１株あたりの払込金額」を「１株あたりの処分金額」に読み替えるものとします。 

③ 当社が合併等を行う場合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合、当社は必要と
認める払込金額の調整を行います。 

  

（９）【ストックオプション制度の内容】 

決議年月日 平成22年６月16日 

付与対象者の区分及び人数（名） 取締役４名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

      
既発行株式数

 
＋ 

新規発行 
株式数 

× 
１株あたり 
の払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

× 
１株あたりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 
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第２回新株予約権（平成22年６月16日定時株主総会決議） 
 会社法に基づき、当社の使用人および当社子会社の取締役、使用人に対して特に有利な条件をもって新株予
約権を発行することを、平成22年６月16日の定時株主総会において特別決議されたものであります。 

（注） 新株予約権発行後、以下の事由が生じた場合は、払込金額をそれぞれ調整します。 
① 当社が当社普通株式の分割（当社普通株式の無償割当てを含む。）または併合を行う場合、その他払込金
額の調整をすることが適切な場合には、次の算式により１株あたりの払込金額を調整し、調整の結果生じ
る１円未満の端数は、これを切上げます。 

② 当社が時価を下回る価額で新株式を発行または自己株式を処分する場合（当社普通株式の交付を請求でき
る新株予約権（新株予約権付社債に付されたものを含む。）の行使による場合を除く。）は、次の算式に
より１株あたりの払込金額を調整し、調整により生じる１円未満の端数は、これを切上げます。 

なお、上記算式において、「既発行株式数」とは当社の発行済株式総数から当社の保有する自己株式の総
数を控除した数とし、また、自己株式を処分する場合には、「新規発行株式数」を「処分する自己株式
数」に、「１株あたりの払込金額」を「１株あたりの処分金額」に読み替えるものとします。 

③ 当社が合併等を行う場合、その他これらの場合に準じて払込金額の調整を必要とする場合、当社は必要と
認める払込金額の調整を行います。 

  

決議年月日 平成22年６月16日 

付与対象者の区分及び人数（名） 当社の使用人および当社子会社の取締役、使用人15名 

新株予約権の目的となる株式の種類 「（２）新株予約権等の状況」に記載しております。 

株式の数（株） 同上 

新株予約権の行使時の払込金額（円） 同上（注） 

新株予約権の行使期間 同上 

新株予約権の行使の条件 同上 

新株予約権の譲渡に関する事項 同上 

代用払込みに関する事項 － 

組織再編成行為に伴う新株予約権の交付に関する事項 － 

調整後払込金額 ＝ 調整前払込金額 × 
１ 

分割・併合の比率 

        
既発行株式数

 
＋ 

新規発行 
株式数 

× 
１株あたり 
の払込金額 

調整後 
払込金額 

＝ 
調整前 
払込金額 

× 
１株あたりの時価 

既発行株式数＋新規発行株式数 

5857/2012年-26-



 当社は、平成22年２月１日開催の取締役会において、当社グループの従業員持株会との連携によるESOPスト
ラクチャーである「従業員持株会連携型ESOP」（以下「本ストラクチャー」といいます。）を導入することを
決議いたしました。 

  
① 本ストラクチャーの概要 
 本ストラクチャーにおいて、当社株式の保有及び処分を行う信託（以下「本信託」といいます。）を設定
のうえ、本信託の受託者（以下「受託者」といいます。）が、(i)借入れにより調達した資金をもって当社
が処分する自己株式である株式を取得したうえ、当社グループの従業員持株会である「アサヒ従業員持株
会」（以下「当社持株会」といいます。）による当社株式の継続的かつ安定的な買付けに資するために、本
信託の信託財産に属する当社株式を売り付けること、(ii)本信託の信託財産に属する当社株式につき、当社
持株会の会員（以下「会員」といいます。）の意思を反映する態様における議決権の行使を行うこと、並び
に、(iii)本信託の信託財産に属する当社株式の売却によって当該借入れ返済後も余剰が生じる場合、金銭
を会員に交付すること等を実施いたします。 
 なお、当社は、受託者による借入れについて保証いたしますので、万一本信託の終了時までに当社株式の
売却による当該借入れの返済に不足が生じる場合等には保証履行を行うこととなります。よって当社株価の
下落により、信託終了時点において信託財産内に当該株式売却損相当の借入金残債がある場合には、保証契
約に基づいて、当社が保証人として当該残債を一括弁済（保証履行）することとなりますが、従業員への追
加負担は一切ございません。 

  
② 本ストラクチャーの目的 
 本ストラクチャーの導入により、中長期的な企業価値向上のインセンティブを当社グループ従業員に付与
することにより、競争力の源泉である従業員の業績に対する意識を高め、企業価値を向上させていくことを
目指しています。 

  
 なお、当社は、本件導入決議と同時に、保有する自己株式のうち普通株式522,200株（750百万円相当）を
受託者に対して処分することを決議し、平成22年２月16日付で当該処分をいたしました。 
［信託契約の内容］ 
委託者   当社 
受託者   株式会社三井住友銀行 
信託管理人 当社と利害関係のない第三者 
信託契約日 平成22年２月１日 
信託期間  平成22年２月１日から平成27年３月31日まで 

  
③ 従業員持株会に取得させる予定の株式の総数 
522,200株 

  
④ 本ストラクチャーによる受益権その他の権利を受けることができる者の範囲 
当社持株会の会員又は会員であった者のうち所定の要件を充足する者 

  

（１０）【従業員株式所有制度の内容】 
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【株式の種類等】 会社法第155条第７号に該当する普通株式の取得 
（１）【株主総会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 
  
（２）【取締役会決議による取得の状況】 

 該当事項はありません。 
  
（３）【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの内容】 

（注） 当期間における取得自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取り
による株式は含まれておりません。 

  
（４）【取得自己株式の処理状況及び保有状況】 

（注）１．当期間における保有自己株式には、平成24年６月１日から有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

２．当社は「従業員持株会連携型ESOP」の導入に伴い、平成22年２月16日付で自己株式の一部を㈱三井住友銀行

（アサヒ従業員持株会信託口）に譲渡しておりますが、上記保有自己株式数には当該株式を含めておりませ

ん。 
  

２【自己株式の取得等の状況】 

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

当事業年度における取得自己株式  350  585,200

当期間における取得自己株式  50  81,450

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 処分価額の総額 （円） 株式数（株） 処分価額の総額 （円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式  －  －  －  －

消却の処分を行った取得自己株式  －  －  －  －

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行った取
得自己株式 

 －  －  －  －

その他 
（注）１ 

 －  －  －  －

保有自己株式数  3,517,689  －  3,517,739  －
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 当社は、安定した収益力の維持とさらなる成長によって企業価値の向上を図り、配当などを通して株主のみなさま
の期待に応えることを基本方針としております。一方、成長分野への投資や新規事業開発等に備えるため、内部留保
の充実を図ることも重要であると考えております。内部留保資金につきましては、今後の経営環境の変化に迅速に対
応し、成長分野への投資や新規事業開発等への投資に有効に活用してまいりたいと考えております。 
 当社の剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本的な方針としており、配当の決定機関は、取締役会
であります。 
 当事業年度の配当につきましては、上記の方針の下、１株当たり60円（うち中間配当30円）を実施することを決定
いたしました。 
 当社は、株主総会の決議によらず、取締役会決議により剰余金の配当等を行うことができる旨を定款に定めており
ます。 
 なお、第３期の剰余金の配当は以下のとおりであります。 

（注） 平成23年10月31日取締役会決議に基づく配当金の総額には、㈱三井住友銀行（アサヒ従業員持株会信託口）に
対する配当金11百万円を含めております。 
平成24年５月11日取締役会決議に基づく配当金の総額には、㈱三井住友銀行（アサヒ従業員持株会信託口）に
対する配当金10百万円を含めております。 

  

（１）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
なお、平成21年４月１日をもって同取引所に株式を上場いたしましたので、それ以前の株価については該当事
項はありません。 

  
（２）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

（注） 最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。 
  

３【配当政策】 

決議年月日 配当金の総額 
（百万円） 

１株当たり配当額 
（円） 

平成23年10月31日 
取締役会決議 

 982  30

平成24年５月11日 
取締役会決議 

 982  30

４【株価の推移】 

回次 第１期 第２期 第３期 

決算年月 平成22年３月 平成23年３月 平成24年３月 

最高（円）  1,873  2,085  1,873

最低（円）  1,223  1,150  1,433

月別 平成23年10月 11月 12月 平成24年１月 ２月 ３月 

最高（円）  1,650  1,575  1,596  1,627  1,710  1,857

最低（円）  1,480  1,433  1,476  1,489  1,513  1,615
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５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（株） 

代表取締役 会長 寺山 満春 昭和15年３月10日生 

昭和39年３月 東京大学経済学部卒業 
昭和39年４月 ㈱クラレ入社 
昭和48年７月 アサヒプリテック㈱入社 
昭和56年５月 アサヒプリテック㈱代表取締役社長 
平成３年９月 アサヒプリテック㈱代表取締役会長 
平成９年３月 アサヒプリテック㈱代表取締役社長 
平成21年４月 当社代表取締役社長 
平成23年４月 当社代表取締役会長兼社長 
平成23年４月 アサヒプリテック㈱取締役会長（現

任） 
平成24年６月 当社代表取締役会長（現任） 

(注)３  1,082,345

代表取締役 社長 櫻井 勉 昭和28年８月16日生 

昭和51年３月 慶応義塾大学法学部卒業 
昭和51年４月 ㈱小松製作所入社 
平成17年４月 コマツヨーロッパグループＣＥＯ兼

欧州コマツ㈱代表取締役社長 
平成20年５月 アサヒプリテック㈱入社 
平成20年８月 アサヒプリテック㈱執行役員 貴金

属リサイクル事業本部長 
平成21年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 貴金属リサイクル事業本部長 
平成22年４月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 産業リサイクル事業本部長  
平成22年６月 当社取締役 
平成23年４月 アサヒプリテック㈱代表取締役社長

（現任） 
平成24年６月 当社代表取締役社長（現任） 

(注)３  6,500

取締役   武内 義勝 昭和31年１月１日生 

昭和53年３月 神戸大学法学部卒業 
昭和53年４月 ㈱兵庫相互銀行（当時）入社 
平成11年４月 アサヒプリテック㈱入社 
平成13年６月 アサヒプリテック㈱取締役 総務部

長 
平成18年３月 アサヒプリテック㈱取締役 常務執

行役員 環境リサイクル事業本部長 
平成20年５月 ジャパンウェイスト㈱代表取締役社

長（現任） 
平成21年４月 当社取締役（現任） 

(注)３  5,050

取締役   東浦 知哉 昭和36年１月26日生 

昭和59年３月 大阪大学人間科学部卒業 
昭和59年４月 日本電気㈱入社 
平成13年２月 アサヒプリテック㈱入社 
平成15年１月 アサヒプリテック㈱管理統括本部長 
平成18年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 管理統括本部長 
平成19年５月 ㈱太陽化学代表取締役社長 
平成21年４月 当社取締役 企画管理本部長 
平成22年４月 当社取締役 総務人事本部長 
平成22年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 貴金属リサイクル事業本部長 
平成23年４月 当社取締役（現任） 
平成24年１月 アサヒプリテック㈱取締役（現任） 

(注)３  1,500
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（注）１．取締役森井章二氏は、会社法第２条第15号に定める「社外取締役」であります。 
２．監査役徳嶺和彦氏、小島順三氏は、会社法第２条第16号に定める「社外監査役」であります。 
３．取締役の任期は、平成24年６月14日開催の定時株主総会終結の時より、平成25年３月期に係る定時株主総会
の終結の時までであります。 

４．監査役徳嶺和彦氏の任期は、平成21年４月１日である当社の設立日より、平成25年３月期に係る定時株主総
会の終結の時までであります。 

５．監査役田辺幸夫氏、小島順三氏の任期は、平成23年６月16日開催の定時株主総会終結の時より、平成27年３
月期に係る定時株主総会の終結の時までであります。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 所有株式数 
（株） 

取締役   平野 眞幸 昭和28年12月25日生 

昭和51年３月 東京大学工学部卒業 
昭和51年４月 ㈱ブリヂストン入社 
平成13年２月 アサヒプリテック㈱入社 
平成13年７月 アサヒプリテック㈱生産技術部長 
平成18年３月 アサヒプリテック㈱執行役員 製造

部長 兼 環境安全管理部長 
平成19年４月 アサヒプリテック㈱執行役員 技術

統括本部長 
平成19年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 技術統括本部長 
平成24年６月 当社取締役（現任） 

(注)３  3,000

取締役   森井 章二 昭和23年２月12日生 

昭和47年３月 早稲田大学商学部卒業 
昭和47年４月 住友信託銀行㈱入社 
平成13年６月 住友信託銀行㈱執行役員京都支店長 
平成18年６月 神戸空港ターミナル㈱代表取締役社

長 兼 海上アクセス㈱代表取締役社
長 

平成21年６月 アサヒプリテック㈱社外取締役 
平成22年６月 当社社外取締役（現任） 

(注)３  1,000

監査役 
（常勤） 

  田辺 幸夫 昭和33年12月27日生 

昭和56年３月 横浜市立大学商学部卒業 
昭和56年４月 日本ビクター㈱入社 
昭和63年１月 ソニー㈱入社 
平成16年９月 アサヒプリテック㈱入社 
平成20年６月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 企画本部副本部長 
平成21年４月 アサヒプリテック㈱取締役 執行役

員 管理本部長 
平成21年４月 当社取締役 
平成22年４月 アサヒプリテック㈱取締役 
平成22年４月 当社取締役 企画管理本部長 
平成23年４月 当社取締役 
平成23年６月 当社監査役（現任） 

(注)５  1,000

監査役   徳嶺 和彦 昭和33年１月11日生 

昭和57年３月 日本大学法学部卒業 
平成５年４月 弁護士登録 

銀座シティ法律事務所所属 
平成８年４月 徳嶺法律事務所開設 
平成13年12月 アサヒプリテック㈱仮監査役 
平成14年６月 アサヒプリテック㈱監査役 
平成21年４月 当社監査役（現任） 

(注)４  6,000

監査役   小島 順三 昭和22年５月27日生 

昭和46年３月 京都大学経済学部卒業 
昭和46年４月 住友信託銀行㈱入社 
平成８年２月 住友信託銀行㈱証券代行部副部長 
平成10年６月 京義倉庫㈱取締役総務部長 
平成13年６月 京義倉庫㈱専務取締役総務本部長 
平成19年４月 トライネット・ロジスティクス㈱取

締役常務執行役員人事総務本部長 
平成20年６月 トライネット・ロジスティクス㈱取

締役専務執行役員人事総務本部長 
平成23年６月 当社監査役（現任） 

(注)５  1,000

計  1,107,395
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 当社は、上場企業としての社会的使命と責任を果たし、永続的な成長と発展を実現するため、コンプライア
ンスを重視しつつ、経営環境の変化に迅速に対応できるトップマネジメント構造の整備及び事業執行体制の充
実を推進しております。 

  
(1）企業統治の体制 
① 企業統治の体制の概要及び内部統制システムの整備の状況 
（取締役会） 
 取締役会は、取締役６名（うち社外取締役１名）で構成され、経営の基本方針、計画、戦略、法令で定めら
れた事項、その他経営に関する重要事項を審議・決定するとともに、当社グループの業務執行を厳正に監督し
ております。取締役会は、原則として年８回定時開催するほか、必要に応じて随時開催しております。なお、
会社と社外取締役との間に特別の利害関係はありません。 
（グループ経営戦略会議） 
 グループ経営戦略会議は、グループ各部門の執行責任者である社内取締役で構成され、新規事業や投融資等
に関して迅速かつ機動的に審議・決定を行うとともに、当社グループの事業計画の進捗に関する審議を行って
おります。また、取締役会専決事項についても、重要なものについては事前にグループ経営戦略会議において
審議し、戦略的意思決定に係る審議の充実を図っております。なお、グループ経営戦略会議は毎月１回定時開
催するほか、必要に応じて随時開催しております。 
（監査役・監査役会） 
 当社は、監査役制度を採用しております。監査役は社外監査役２名（うち弁護士１名）と社内監査役１名で
構成されており、必要に応じて監査役の職務を補助すべき使用人を置くことで、監査役の監査が実効的に行わ
れることを確保するために必要な情報提供等が速やかになされる体制をとっております。 
 監査役は取締役会へ毎回出席するほか、営業所・工場等への往査、会計監査人からの会計監査結果報告会等
を実施しており、コーポレート・ガバナンスの一翼を担う独立の機関であるとの認識の下、業務執行の全般に
亘って監査を実施しております。また、内部監査部門とは情報の交換を密に行い、相互に連携して内部統制シ
ステムの強化を推進しております。なお、会社と社外監査役の間に特別の利害関係はありません。 
（内部監査） 
 当社は、業務の適正な運営・改善・効率化を図るべく、当社グループを対象として、計画的で網羅的な内部
監査を実施しております。 
（独立監査人） 
 当社は、会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査を新日本有限責任監査法人に委嘱し
ております。独立監査人である新日本有限責任監査法人は、監査人として独立した立場から財務諸表等に対す
る意見を表明しております。 

  

６【コーポレート・ガバナンスの状況等】 
（１）【コーポレート・ガバナンスの状況】 
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 当社のコーポレート・ガバナンス体制の図式は次のとおりです。 

 
  

② 当該体制を採用する理由 
 当社は社外取締役を選任しており、社外取締役１名と社外監査役２名とが連携して経営を監視・監督する体
制をとっております。財務、法律、経営等いずれも専門的な知見を有する社外役員を選任しており、経営に対
して独立性を確保した立場から、監視・監督機能を果たしております。当社は、上記のコーポレート・ガバナ
ンス体制を確立し有効に機能させることで、上場企業としての社会的役割を果たすとともに永続的な成長と発
展を目指してまいります。 

  
③ リスク管理体制の整備の状況 
 当社グループの事業遂行プロセス、業務構造等に潜在するリスクを適切にコントロールするため、事業活動
上のリスクの把握・評価及び対策を実施する体制を設置し、コンプライアンスを確立しつつリスクの顕在化を
未然に防止しております。 

  
④ 内部監査及び監査役監査の状況 
 内部監査につきましては、内部監査部門（２名）により、当社グループを対象とした監査を実施しておりま
す。監査役監査は各監査役（社外監査役２名、社内監査役１名）によって実施しており、取締役会に毎回出席
するほか、その他の重要会議にも積極的に出席し、財務・会計ならびに法律に関する高い専門的見地から発言
を行っております。また、監査役は、会計監査人と定期的な情報交換を行うとともに、内部監査部門および内
部統制部門とも定期的な情報交換及び意見交換を実施しております。 

  
⑤ 会計監査の状況 
 会計監査につきましては、当社は会社法に基づく会計監査及び金融商品取引法に基づく会計監査に新日本有
限責任監査法人を起用しております。同監査法人及び当社監査に従事する同監査法人の業務執行社員と当社の
間には、特別な利害関係はありません。当期において業務執行した公認会計士の氏名、監査業務に係る補助者
の構成は以下のとおりです。 
業務を執行した公認会計士の氏名 
指定有限責任社員 業務執行社員 千葉 彰、竹野 俊成、垂井 健 
会計監査業務に係る補助者の構成 
公認会計士 ６名、その他 10名 

（注） 継続監査年数については、業務執行社員の全員が７年以内であるため記載を省略しております。 
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⑥ 社外取締役及び社外監査役 
 当社の社外取締役は１名、社外監査役は２名であります。 
 社外取締役である森井章二氏は、金融・財務を含めた経営に関する専門的な知識や経験を有しており、経営
に対して独立性を確保した立場から有用な意見をいただくことを目的として、同氏を社外取締役に選任してお
ります。社外監査役である徳嶺和彦氏は、弁護士として専門的な知識や経験を有しており、経営に対して独立
性を確保した立場から監視・監査機能を果たすことを目的として、同氏を社外監査役に選任しております。社
外監査役である小島順三氏は、金融・財務を含めた経営に関する専門的な知識や経験を有しており、経営に対
して独立性を確保した立場から監視・監査機能を果たすことを目的として、同氏を社外監査役に選任しており
ます。なお、社外取締役及び社外監査役と当社及び当社グループとの間に特別な利害関係はありません。 
 社外取締役及び社外監査役は、取締役会に毎回出席するほか、その他の重要会議にも出席するなど、経営に
対して独立した立場から監視・監督機能を果たしており、意思決定の妥当性・適正性を確保するための助言・
提言を行っております。また、社外監査役は会計監査人や内部監査部門とも定期的な情報交換を行っておりま
す。 
 社外取締役及び社外監査役を選任するための独立性に関する基準または方針については定めておりません
が、社外取締役である森井章二氏、社外監査役である徳嶺和彦氏、社外監査役である小島順三氏は、経営に対
して独立性を確保し一般株主に対しても利益相反が生じる恐れがないと判断しており、このうち森井章二氏及
び小島順三氏の両氏を株式会社東京証券取引所が定める独立役員として同取引所に届け出ております。  

  
⑦ 役員報酬等 
・役員区分ごとの報酬等の総額、報酬等の種類別の総額及び対象となる役員の員数 

（注）１．期末現在の支給人員は、取締役４名、監査役１名、社外役員３名であります。 
２．役員ごとの報酬等の総額につきましては、１億円以上を支給している役員はありませんので記載を省略して
おります。 

  
・使用人兼務役員の使用人分給与のうち重要なもの   

  
・役員の報酬等の額又はその算定方法の決定に関する方針の内容及び決定方法 
 取締役及び監査役の報酬限度額は、平成22年６月16日開催の第１期定時株主総会において決議しておりま
す。役員個々の報酬につきましては、業績等に対する各役員の貢献度に基づき決定しております。 
（注）１．報酬限度額 

取締役 年額  200百万円 
監査役 年額   30百万円 

  
⑧ 株式の保有状況 
 当社および連結子会社のうち、投資株式の貸借対照表計上額（投資株式計上額）が最も大きい会社（最大保
有会社）であるアサヒプリテック株式会社については、以下のとおりです。 
・投資株式のうち保有目的が純投資目的以外の目的であるものの銘柄数および貸借対照表計上額の合計額 
５銘柄 101百万円 

  

役員区分 報酬等の総額 
（百万円） 

報酬等の種類別の総額（百万円） 対象となる 
役員の員数 
（人） 基本報酬 ストック 

オプション 賞与 退職慰労金 

取締役 
（社外取締役 
を除く） 

 51  33  －  18  －  5

監査役 
（社外監査役 
を除く） 

 15  15  －  －  －  1

社外役員  18  18  －  －  －  5

総額（百万円） 対象となる役員の員数 内容 

 49  5
使用人兼務取締役に対する使用人給与等

相当額（賞与を含む） 
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・保有目的が純投資目的以外の目的である投資株式の銘柄、保有区分、株式数、貸借対照表計上額及び保有目
的 
 前事業年度  
特定投資株式 

  
みなし保有株式 
 該当事項はありません。 
  
 当事業年度 
特定投資株式 

  
みなし保有株式 
 該当事項はありません。 

  
・保有目的が純投資目的である投資株式の前事業年度及び当事業年度における貸借対照表計上額の合計額並び
に当事業年度における受取配当金、売却損益及び評価損益の合計額 
 該当事項はありません。 

  
・投資株式の保有目的を純投資目的から純投資目的以外の目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計
上額 
 該当事項はありません。 

  
・投資株式の保有目的を純投資目的以外の目的から純投資目的に変更したものの銘柄、株式数、貸借対照表計
上額 
 該当事項はありません。 

  
(2）取締役の定数 
 当社の取締役は10名以内とする旨定款に定めております。 

  
(3）取締役の選任の決議要件 
 当社は、取締役の選任決議について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株
主が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。また、取締役の選任決議は、累積投票
によらないものとする旨定款に定めております。 

  
(4）剰余金の配当等の決定機関 
 当社は、剰余金の配当等会社法第459条第１項各号に定める事項について、法令に別段の定めがある場合を除
き、株主総会の決議によらず取締役会の決議により定める旨定款に定めております。これは、剰余金の配当等を
取締役会の権限とすることにより、株主への機動的な利益還元を行うことを目的とするものであります。 

  

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額 
（百万円） 保有目的 

日本電気硝子㈱  85,000  100 取引関係の強化 

㈱キタムラ  10,000  5 取引関係の強化 

日本マニュファクチャリ
ングサービス㈱ 

 146  57 取引関係の構築 

銘柄 株式数（株） 貸借対照表計上額 
（百万円） 保有目的 

日本電気硝子㈱  85,000  61 取引関係の強化 

㈱キタムラ  10,000  5 取引関係の強化 

日本マニュファクチャリ
ングサービス㈱ 

 730  34 取引関係の構築 

5857/2012年-35-



(5）株主総会の特別決議要件 
 当社は、会社法第309条第２項に定める株主総会の特別決議要件について、議決権を行使することができる株
主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、その議決権の３分の２以上をもって行う旨定款に定めており
ます。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することにより、株主総会の円滑な運営を行うことを
目的とするものであります。 

  
(6) 取締役及び監査役の責任免除 
 当社は、会社法第426条第１項の規定により、取締役会の決議をもって同法第423条第１項の行為に関する取締
役（取締役であったものを含む。）及び監査役（監査役であったものを含む。）の責任を法令の限度において免
除することができる旨を定款に定めております。また、同法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外
監査役との間に同法第423条第１項の行為に関する責任を限定する契約を締結することができる旨を定款に定め
ております。これらは、取締役及び監査役が職務を遂行するにあたり、その能力を十分に発揮して、期待される
役割を果たしうる環境を整備することを目的とするものであります。 

  

①【監査公認会計士等に対する報酬の内容】 

  
②【その他重要な報酬の内容】 
 該当事項はありません。 

  
③【監査公認会計士等の提出会社に対する非監査業務の内容】 
 該当事項はありません。 

  
④【監査報酬の決定方針】 
 該当事項はありません。 

  

（２）【監査報酬の内容等】 

区分 

前連結会計年度 当連結会計年度 

監査証明業務に基づく
報酬（円） 

非監査業務に基づく報
酬（円） 

監査証明業務に基づく
報酬（円） 

非監査業務に基づく報
酬（円） 

提出会社  22,800,000  －  22,800,000  －

連結子会社  15,200,000  －  15,200,000  －

計  38,000,000  －  38,000,000  －
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１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 
(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号）
に基づいて作成しております。 

  
(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号）に基づ
いて作成しております。 

  

２．監査証明について 
 当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、連結会計年度（平成23年４月１日から平成24年３月
31日まで）の連結財務諸表及び事業年度（平成23年４月１日から平成24年３月31日まで）の財務諸表について、新日
本有限責任監査法人による監査を受けております。 

  

３．連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みについて 
 当社は、連結財務諸表等の適正性を確保するための特段の取組みを行っております。具体的には、会計基準等の内
容を適切に把握し、又は会計基準等の変更等について的確に対応することができる体制を整備するため、公益財団法
人財務会計基準機構へ加入し、セミナーへ参加しております。 

  

第５【経理の状況】 
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１【連結財務諸表等】 
（１）【連結財務諸表】 
①【連結貸借対照表】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 2,321 3,527 
受取手形及び売掛金 4,754 ※3  9,480 

商品及び製品 5,914 2,123 
仕掛品 12,509 10,727 
原材料及び貯蔵品 530 618 
繰延税金資産 929 676 
その他 2,383 2,157 
貸倒引当金 △10 △11 

流動資産合計 29,332 29,301 

固定資産   
有形固定資産   
建物及び構築物 15,886 16,909 
減価償却累計額 △6,536 △7,413 

建物及び構築物（純額） 9,349 9,495 
機械装置及び運搬具 12,439 13,091 
減価償却累計額 △9,628 △10,370 

機械装置及び運搬具（純額） 2,811 2,721 
土地 12,563 12,910 
建設仮勘定 1,380 263 
その他 2,285 2,272 
減価償却累計額 △1,833 △1,900 

その他（純額） 452 372 

有形固定資産合計 26,557 25,763 
無形固定資産   
のれん 2,036 1,970 
その他 519 519 
無形固定資産合計 2,556 2,490 

投資その他の資産   
投資有価証券 176 113 
繰延税金資産 71 181 
その他 ※2  563 ※2  475 

貸倒引当金 △113 △9 

投資その他の資産合計 697 760 

固定資産合計 29,811 29,014 

資産合計 59,143 58,315 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
支払手形及び買掛金 3,405 ※3  3,253 

短期借入金 ※1  9,448 ※1  4,545 

1年内返済予定の長期借入金 1,000 1,000 
未払金 1,295 1,412 
未払法人税等 2,512 3,267 
賞与引当金 741 659 
役員賞与引当金 28 30 
修繕引当金 100 100 
災害損失引当金 59 － 
その他 1,885 1,862 
流動負債合計 20,475 16,130 

固定負債   
長期借入金 2,500 1,500 
繰延税金負債 1,535 1,646 
退職給付引当金 205 65 
その他 85 70 
固定負債合計 4,325 3,282 

負債合計 24,801 19,413 
純資産の部   
株主資本   
資本金 4,480 4,480 
資本剰余金 6,074 6,087 
利益剰余金 29,976 34,124 
自己株式 △5,795 △5,656 

株主資本合計 34,736 39,036 
その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金 33 18 
繰延ヘッジ損益 △374 △111 
為替換算調整勘定 △81 △108 

その他の包括利益累計額合計 △422 △201 

新株予約権 28 67 
純資産合計 34,341 38,902 

負債純資産合計 59,143 58,315 
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②【連結損益計算書及び連結包括利益計算書】 
【連結損益計算書】 

(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

売上高 110,504 151,094 
売上原価 ※1  95,079 ※1  135,003 

売上総利益 15,425 16,091 
販売費及び一般管理費 ※2, ※6  4,763 ※2, ※6  4,873 

営業利益 10,661 11,217 
営業外収益   
受取利息 22 18 
受取配当金 0 2 
補助金収入 9 52 
その他 31 44 
営業外収益合計 63 117 

営業外費用   
支払利息 36 37 
為替差損 152 144 
その他 27 21 
営業外費用合計 216 204 

経常利益 10,508 11,130 
特別利益   
固定資産売却益 ※3  15 ※3  2 

投資有価証券売却益 138 － 
退職給付制度終了益 － 159 
その他 － 8 

特別利益合計 154 170 
特別損失   
固定資産除却損 ※4  21 ※4  66 

固定資産売却損 ※5  8 ※5  0 

減損損失 － ※7  171 

投資有価証券売却損 3 － 
投資有価証券評価損 － 251 
災害による損失 88 － 

特別損失合計 122 489 

税金等調整前当期純利益 10,539 10,810 
法人税、住民税及び事業税 3,080 4,706 
法人税等調整額 1,315 178 
法人税等合計 4,395 4,884 

少数株主損益調整前当期純利益 6,144 5,926 

当期純利益 6,144 5,926 
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【連結包括利益計算書】 
（単位：百万円）

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

少数株主損益調整前当期純利益 6,144 5,926 
その他の包括利益   
その他有価証券評価差額金 19 △15 
繰延ヘッジ損益 △222 262 
為替換算調整勘定 △48 △20 
持分法適用会社に対する持分相当額 △6 △6 

その他の包括利益合計 △257 ※  220 

包括利益 5,886 6,147 
（内訳）   
親会社株主に係る包括利益 5,886 6,147 
少数株主に係る包括利益 － － 
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③【連結株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   
資本金   
当期首残高 4,480 4,480 
当期変動額   
当期変動額合計 － － 

当期末残高 4,480 4,480 
資本剰余金   
当期首残高 6,054 6,074 
当期変動額   
自己株式の処分 20 13 
当期変動額合計 20 13 

当期末残高 6,074 6,087 
利益剰余金   
当期首残高 25,444 29,976 
当期変動額   
剰余金の配当 △1,611 △1,777 
当期純利益 6,144 5,926 
当期変動額合計 4,532 4,148 

当期末残高 29,976 34,124 
自己株式   
当期首残高 △5,917 △5,795 
当期変動額   
自己株式の取得 △0 △0 
自己株式の処分 122 139 
当期変動額合計 121 138 

当期末残高 △5,795 △5,656 

株主資本合計   
当期首残高 30,061 34,736 
当期変動額   
剰余金の配当 △1,611 △1,777 
当期純利益 6,144 5,926 
自己株式の取得 △0 △0 
自己株式の処分 142 152 
当期変動額合計 4,674 4,300 

当期末残高 34,736 39,036 

5857/2012年-42-



(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

その他の包括利益累計額   
その他有価証券評価差額金   
当期首残高 14 33 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 19 △15 

当期変動額合計 19 △15 

当期末残高 33 18 
繰延ヘッジ損益   
当期首残高 △152 △374 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △222 262 

当期変動額合計 △222 262 

当期末残高 △374 △111 

為替換算調整勘定   
当期首残高 △26 △81 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △55 △26 

当期変動額合計 △55 △26 

当期末残高 △81 △108 

その他の包括利益累計額合計   
当期首残高 △164 △422 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △257 220 

当期変動額合計 △257 220 

当期末残高 △422 △201 

新株予約権   
当期首残高 － 28 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 38 
当期変動額合計 28 38 

当期末残高 28 67 
純資産合計   
当期首残高 29,897 34,341 
当期変動額   
剰余金の配当 △1,611 △1,777 
当期純利益 6,144 5,926 
自己株式の取得 △0 △0 
自己株式の処分 142 152 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △229 259 
当期変動額合計 4,444 4,560 

当期末残高 34,341 38,902 
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④【連結キャッシュ・フロー計算書】 
(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業活動によるキャッシュ・フロー   
税金等調整前当期純利益 10,539 10,810 
減価償却費 2,069 2,345 
減損損失 － 171 
のれん償却額 276 306 
退職給付引当金の増減額（△は減少） 26 △151 
受取利息及び受取配当金 △22 △20 
支払利息 36 37 
投資有価証券評価損益（△は益） － 251 
固定資産除売却損益（△は益） 14 64 
売上債権の増減額（△は増加） △660 △4,574 
たな卸資産の増減額（△は増加） △5,758 5,503 
仕入債務の増減額（△は減少） 1,319 △202 
未払金の増減額（△は減少） 158 △37 
その他 △1,262 131 
小計 6,736 14,635 

利息及び配当金の受取額 24 21 
利息の支払額 △33 △37 
法人税等の支払額 △2,891 △4,097 
法人税等の還付額 1,621 776 
営業活動によるキャッシュ・フロー 5,457 11,297 

投資活動によるキャッシュ・フロー   
定期預金の預入による支出 △858 － 
定期預金の払戻による収入 1,288 90 
差入保証金の回収による収入 38 31 
有形固定資産の取得による支出 △3,198 △1,504 
有形固定資産の売却による収入 25 4 
無形固定資産の取得による支出 △101 △169 
関係会社株式の取得による支出 ※2  △933 ※2  △471 

関係会社株式の売却による収入 45 － 
その他 △47 △259 

投資活動によるキャッシュ・フロー △3,743 △2,278 
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(単位：百万円)

前連結会計年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当連結会計年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

財務活動によるキャッシュ・フロー   
短期借入金の純増減額（△は減少） △3,132 △4,949 
長期借入れによる収入 4,000 － 
長期借入金の返済による支出 △500 △1,076 
ファイナンス・リース債務の返済による支出 △25 △53 
自己株式の取得による支出 △0 △0 
自己株式の売却による収入 142 152 
配当金の支払額 △1,613 △1,777 

財務活動によるキャッシュ・フロー △1,129 △7,705 

現金及び現金同等物に係る換算差額 △46 △36 

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 539 1,277 
現金及び現金同等物の期首残高 1,711 2,250 
現金及び現金同等物の期末残高 ※1  2,250 ※1  3,527 
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１．連結の範囲に関する事項 
(1）連結子会社の数  17社 
主要な連結子会社の名称  
アサヒプリテック㈱ 
ジャパンウェイスト㈱ 
㈱三商 
日本ケミテック㈱ 
㈱塩入建材 
㈱太陽化学 
㈱イヨテック 
富士炉材㈱ 
ＪＷガラスリサイクル㈱ 
エコマックス㈱ 
㈱ウスダ製作所 
㈱共同化学 
ASAHI G&S SDN.BHD. 
上海朝日浦力環境科技有限公司 
韓国アサヒプリテック㈱ 
その他２社  
㈱ウスダ製作所については、平成23年６月10日付で新たに株式を取得したため、㈱共同化学については、 
平成23年８月１日付で新たに株式を取得したため、連結の範囲に含めております。 

(2）主要な非連結子会社の名称等 
該当事項はありません。 

  
２．持分法の適用に関する事項 
 持分法適用の関連会社数  １社 
関連会社の名称 
  江門朝日励福資源綜合利用有限公司  

  
３．連結子会社の事業年度等に関する事項   

  連結子会社のうちASAHI G&S SDN.BHD.、上海朝日浦力環境科技有限公司及び韓国アサヒプリテック㈱の決算 
日は、12月31日であります。なお、連結決算日との間に生じた重要な取引については、連結上必要な調整を 
行っております。 

  
４．会計処理基準に関する事項 
(1）重要な資産の評価基準及び評価方法 
イ  有価証券 
 その他有価証券 

 時価のあるもの 
   決算日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平 
 均法により算定） 
 時価のないもの 
   移動平均法による原価法 

ロ  デリバティブ 
  時価法 

ハ  たな卸資産 
  製品・仕掛品・原材料 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定） 
（一部の製品については個別法による原価法）  

  

【連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項】 

5857/2012年-46-



(2）重要な減価償却資産の減価償却の方法 
イ  有形固定資産（リース資産を除く） 
  当社及び国内連結子会社は、定率法（ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除 
く）については定額法）を、また、在外連結子会社は所在地国の会計基準の規定に基づく定額法を採用して 
おります。 
  なお、主な耐用年数は次のとおり 

ロ  無形固定資産（リース資産を除く） 
  当社及び国内連結子会社は、定額法を採用し、在外連結子会社は所在地国の会計基準に基づく定額法を採 
用しております。 
  なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づいております。
ハ  リース資産 
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 
リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成20年３月31日以前のリー 
ス取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっております。  

  
(3）重要な引当金の計上基準 
イ  貸倒引当金 
  売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、当社及び国内連結子会社は一般債権については貸倒実績率 
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しており 
ます。また在外連結子会社は主として特定の債権について回収不能見込額を計上しております。 
ロ  賞与引当金 
  当社及び国内連結子会社は従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
ハ  役員賞与引当金 
  当社及び国内連結子会社は役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。  
ニ  修繕引当金 
  製造設備の定期修繕に要する支出に備えるため、その支出見込額に基づき、当連結会計年度までに負担す 
べき金額を計上しております。 
ホ  退職給付引当金 
  一部の連結子会社は、従業員の退職給付に充てるため、当連結会計年度末における自己都合要支給額を退 
職給付債務とする方法（簡便法）で計上しております。 
ヘ  災害損失引当金 
  東日本大震災により被災した資産の復旧等に要する費用または損失に備えるため、当連結会計年度末にお 
ける見積額を計上しております。 
  

(4）重要な外貨建の資産又は負債の本邦通貨への換算の基準 
  外貨建金銭債権債務は、連結決算日の直物為替相場により円換算し、換算差額は損益として処理しておりま
す。なお、在外子会社の資産及び負債、収益及び費用は、当該在外子会社の決算日の直物為替相場により円 
換算し、換算差額は純資産の部における為替換算調整勘定に含めて計上しております。 

  

建物及び構築物 ２～50年
機械装置及び運搬具 ２～17年
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(5）重要なヘッジ会計の方法 
イ  ヘッジ会計の方法 
 繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を充たし 
ている場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採 
用しております。 

ロ  ヘッジ手段とヘッジ対象 
ａ．ヘッジ手段 

デリバティブ取引（先渡取引） 
ヘッジ対象 
貴金属製品  

ｂ．ヘッジ手段 
先物為替予約  
ヘッジ対象 
外貨建金銭債権債務  

ｃ．ヘッジ手段 
通貨スワップ 
金利スワップ 
ヘッジ対象 
外貨建長期借入金 

ハ  ヘッジ方針 
  貴金属相場変動リスク等の低減並びに収支の改善のため、内規に基づき、ヘッジ対象に係る価格変動リ 
スク及び為替変動リスク等を一定の範囲内でヘッジしております。 

ニ  ヘッジ有効性評価の方法 
  ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比 
較し、両者の変動額を基礎にして評価しております。 
 なお、振当処理によっている為替予約及び通貨スワップ、特例処理によっている金利スワップについて
は、有効性の評価を省略しております。 

  
(6）のれんの償却方法及び償却期間 
  個別案件毎に判断し、20年以内の合理的な年数で均等償却を行っております。 
  
(7）連結キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲 
  手許現金、随時引き出し可能な預金及び容易に換金可能であり、かつ、価値の変動について僅少なリスクし 
か負わない取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資からなっております。 
  
(8）消費税等の会計処理方法 
   消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

   

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 
 当連結会計年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂
正に関する会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 

   

【追加情報】 
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※１ 当座貸越契約 
 当社及び連結子会社１社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しておりま
す。これら契約に基づく当連結会計年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

  
※２ 関連会社に対するものは、次のとおりであります。 

  
※３ 連結会計年度末日満期手形 
 連結会計年度末日満期手形の会計処理については、当連結会計年度の末日が金融機関の休日でしたが、満期日に
決済が行われたものとして処理しております。当連結会計年度末日満期手形の金額は、次のとおりであります。 

  

 ※１ 期末たな卸高は収益性の低下に伴う簿価切下後の金額であり、次のたな卸資産評価損が売上原価に含まれており
ます。 

  
※２ 販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

  

【注記事項】 
（連結貸借対照表関係） 

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

当座貸越極度額 百万円 45,810 百万円 30,154
借入実行残高  9,448  4,545
差引額  36,362  25,609

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

その他 百万円 80 百万円 73

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

受取手形 百万円 － 百万円 26
支払手形 百万円 － 百万円 7

（連結損益計算書関係） 

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

百万円 8 百万円 16

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 役員報酬 百万円 120 百万円 139
 給料手当  1,372  1,517
 賞与  209  163
 賞与引当金繰入額  207  180
 役員賞与引当金繰入額  28  30
 退職給付費用  24  7
 貸倒引当金繰入額  109  0
 研究開発費  377  357
 減価償却費  275  286
 のれん償却費  270  306
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※３ 固定資産売却益の内容は次のとおりであります。 

  
※４ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

  
※５ 固定資産売却損の内容は次のとおりであります。 

  
※６ 一般管理費に含まれる研究開発費の総額 

  
※７ 減損損失 
 当連結会計年度において、当社グループは以下の資産グループについて減損損失を計上しました。 

 当社グループは資産のグループ化において、事業用資産については事業の種類別セグメントごとに、遊休資産等
については個別資産ごとにグルーピングを行っております。 
 当連結会計年度において、事業用資産のうち、アサヒプリテック㈱福岡事業所の設備の一部が除却予定となった
ため、帳簿価額を回収可能額まで減額し、当該減少額及び撤去費用を減損損失（171百万円）として特別損失に計
上しました。その内訳は、機械装置その他149百万円、撤去費用21百万円であります。 
 なお、回収可能価額は正味売却価額により測定しており、対象資産は売却見込が無いため、正味売却価額はゼロ
としております。 

  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 機械装置及び運搬具 百万円 15   百万円 2
 その他  －    0

計  15    2

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 建物及び構築物 百万円 10   百万円 19
 機械装置及び運搬具  9    35
 その他  1    11

計  21    66

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 建物及び構築物 百万円 4   百万円 －
 機械装置及び運搬具  3    0
 その他  0    0

計  8    0

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

百万円 377 百万円 357

場所 用途 種類 

 福岡県古賀市  貴金属リサイクル事業 機械装置その他  
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当連結会計年度（自  平成23年４月１日  至  平成24年３月31日）  
※  その他の包括利益に係る組替調整額及び税効果額 

  

（連結包括利益計算書関係） 

その他有価証券評価差額金：   

当期発生額 百万円△65
組替調整額  37
税効果調整前  △27
税効果額  12
その他有価証券評価差額金  △15

繰延ヘッジ損益：    

当期発生額 
組替調整額 

 
 

304
146

税効果調整前 
税効果額 

 
 

451
△188

繰延ヘッジ損益  262
為替換算調整勘定：   

当期発生額 
組替調整額 

 
 

△20
－

税効果調整前 
税効果額 

 
 

△20
－

為替換算調整勘定  △20
持分法適用会社に対する持分相当額：   

当期発生額  △6

その他の包括利益合計  220
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前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち83千株は、従業員持株会信託口から従業員持株会への売却による
ものであります。 

  
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  
３．配当に関する事項 
(1）配当金支払額 

（注） 配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金12百万円を含めておりません。これは従業員持株会信
託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。 

（注） 配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金11百万円を含めておりません。これは従業員持株会信
託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。 

  
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（注） 配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金10百万円を含めておりません。これは従業員持株会信
託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。 

  

（連結株主資本等変動計算書関係） 

  当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式     

普通株式  36,254  －  －  36,254

合計  36,254  －  －  36,254

自己株式     

普通株式   （注） １、２  4,036  0  83  3,953

合計  4,036  0  83  3,953

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高 
（百万円） 当連結会計

年度期首 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプション
としての新株予約権 

 －  －  －  －  －  28

合計  －  －  －  －  －  28

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成22年５月13日 
取締役会 

普通株式  805  25.00 平成22年３月31日 平成22年５月28日 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成22年10月28日 
取締役会 

普通株式  806  25.00 平成22年９月30日 平成22年11月30日 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 配当の原資 

１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成23年５月13日 
取締役会 

普通株式  807 利益剰余金  25.00 平成23年３月31日 平成23年５月30日 
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当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち0千株は、単元未満株式の買取りによる増加であります。 
２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち95千株は、従業員持株会信託口から従業員持株会への売却による
ものであります。 

  
２．新株予約権及び自己新株予約権に関する事項 

  
３．配当に関する事項 
(1）配当金支払額 

（注） 配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金10百万円を含めておりません。これは従業員持株会信
託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。 

（注） 配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金11百万円を含めておりません。これは従業員持株会信
託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。 

  
(2）基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年度となるもの 

（注） 配当金の総額には、従業員持株会信託口に対する配当金10百万円を含めておりません。これは従業員持株会信
託口が所有する連結財務諸表提出会社株式を自己株式として認識しているためであります。 

  

  当連結会計年度期
首株式数（千株） 

当連結会計年度増
加株式数（千株） 

当連結会計年度減
少株式数（千株） 

当連結会計年度末
株式数（千株） 

発行済株式                        

普通株式  36,254  －  －  36,254

合計  36,254  －  －  36,254

自己株式                        

普通株式   （注） １、２  3,953  0  95  3,858

合計  3,953  0  95  3,858

区分 新株予約権の内訳 
新株予約権の
目的となる株
式の種類 

新株予約権の目的となる株式の数（株） 当連結会計
年度末残高 
（百万円） 当連結会計

年度期首 
当連結会計
年度増加 

当連結会計
年度減少 

当連結会計
年度末 

提出会社 
（親会社） 

ストック・オプション
としての新株予約権 

 －  －  －  －  －  67

合計  －  －  －  －  －  67

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成23年５月13日 
取締役会 

普通株式  807  25.00 平成23年３月31日 平成23年５月30日 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 

（百万円） 
１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成23年10月31日 
取締役会 

普通株式  970  30.00 平成23年９月30日 平成23年11月30日 

  
（決議） 株式の種類 配当金の総額 （百万円） 配当の原資 

１株当たり配当
額（円） 基準日 効力発生日 

平成24年５月11日 
取締役会 

普通株式  971 利益剰余金  30.00 平成24年３月31日 平成24年５月29日 
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※１ 現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表に掲記されている科目の金額との関係 

  
※２ 前連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たにエコマックス㈱を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取
得価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  
   当連結会計年度に株式の取得により新たに連結子会社となった会社の資産及び負債の主な内訳 

  株式の取得により新たに㈱ウスダ製作所を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取
得価額と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  
 株式の取得により新たに㈱共同化学を連結したことに伴う連結開始時の資産及び負債の内訳並びに株式の取得価額
と同社取得のための支出（純額）との関係は次のとおりであります。 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  
  
  

前連結会計年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

現金及び預金勘定 2,321百万円 3,527百万円 
預入期間が３か月を超える定期預金 △71  －  

現金及び現金同等物 2,250  3,527  

流動資産 267百万円 
固定資産 153  
のれん 741  
流動負債 △261  
固定負債 △0  
同社株式の取得価額 900  
同社現金及び現金同等物 △46  

差引：同社取得のための支出 853  

流動資産 450百万円 
固定資産 267  
のれん 79  
流動負債 △136  
固定負債 △21  
同社株式の取得価額 640  
同社現金及び現金同等物 △224  
差引：同社取得のための支出 415  

流動資産 350百万円 
固定資産 61  
のれん 160  
流動負債 △305  
固定負債 △82  
同社株式の取得価額 183  
同社現金及び現金同等物 △128  
差引：同社取得のための支出 55  
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 １．ファイナンス・リース取引 
所有権移転外ファイナンス・リース取引 
①  リース資産の内容 
  有形固定資産 

主として、環境保全事業における生産設備（機械装置及び運搬具）であります。 
②  リース資産の減価償却の方法 
連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項「４．会計処理基準に関する事項  （2）重要な減価償却資産
の減価償却の方法」に記載のとおりであります。 
  
 なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が、平成20年３月31日以前のリース取
引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じた会計処理によっており、その内容は次のとおりであります。
  
(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当額、減損損失累計額相当額及び期末残高相当額 

  

   
(2）未経過リース料期末残高相当額 

    
(3）支払リース料、減価償却費相当額及び支払利息相当額 

  
(4）減価償却費相当額の算定方法 
  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法によっております。  
  
(5）利息相当額の算定方法 
 リース料総額とリース物件の取得価額相当額との差額を利息相当額とし、各期への配分方法については、利息法
によっております。 
  

（リース取引関係） 

  （単位：百万円）

  前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

機械装置及び運搬具  62  49  13
有形固定資産（その他）  16  11  5
合計  79  61  18

  （単位：百万円）

  当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  取得価額相当額 減価償却累計額相当額 期末残高相当額 

機械装置及び運搬具  56  53  3
有形固定資産（その他）  7  5  2
合計  64  58  5

  （単位：百万円）

  
  

前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

１年内  13  4
１年超  5  1
合計  18  5

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

支払リース料  22  12
減価償却費相当額  20  11
支払利息相当額  1  0
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（減損損失について） 
リース資産に配分された減損損失はありません。 
  
２．オペレーティング・リース取引 

  オペレーティング・リース取引のうち解約不能のものに係る未経過リース料 

  

  （単位：百万円）

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

１年内  212  185
１年超  298  280
合計  510  466
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１．金融商品の状況に関する事項 
(1）金融商品に対する取組方針 
 当社グループは、貴金属リサイクル事業及び環境保全事業を行うための設備投資やＭ＆Ａが実行された
際に、必要な資金を銀行借入で調達しております。資金運用については、短期的な預金等に限定しており
ます。デリバティブは、将来の貴金属及び希少金属の販売に係る貴金属相場及び為替相場の変動によるリ
スクを回避するために利用し、投機的な取引は行わない方針であります。 
(2）金融商品の内容及びそのリスク並びにリスク管理体制 
 営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リスクに晒されております。当該リスクに関して
は、当社グループの与信管理規程に従い、取引先ごとの期日管理及び残高管理を行うとともに、財務状況
等の悪化等による回収懸念を早期に把握するように努めております。 
 投資有価証券である株式は、市場価格の変動リスクに晒されていますが、主に業務上の関係を有する企
業の株式であり、定期的に把握された時価が関係者へ報告されております。 
 営業債務である支払手形及び買掛金は、そのほとんどが１年以内の支払期日であります。 
 短期借入金は、主に営業取引や設備投資に係る資金調達であります。 
 デリバティブ取引の執行・管理については、内規に基づき、ヘッジ対象に係る価格変動リスク及び為替
変動リスクを一定の範囲内でヘッジしております。 
 また、営業債務や借入金は、流動性リスクに晒されていますが、当社グループでは、月次で資金繰計画
表を作成するなどの方法により管理しております。 

  
２．金融商品の時価等に関する事項 
 連結貸借対照表計上額、時価及びこれらの差額については、次のとおりであります。なお、時価を把握す
ることが極めて困難と認められるものは含まれておりません。 
  
前連結会計年度（平成23年３月31日） 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
  

（金融商品関係） 

  連結貸借対照表計上額 
（*）（百万円） 

時価（*） 
（百万円） 差額（百万円） 

(1）現金及び預金  2,321  2,321  －

(2）受取手形及び売掛金  4,754  4,754  －

(3）投資有価証券    

その他有価証券  175  175  －

(4）支払手形及び買掛金 （ ）3,405 （ ）3,405  －

(5）短期借入金 （ ）9,448 （ ）9,448  －

(6）未払金 （ ）1,295 （ ）1,295  －

(7）未払法人税等 （ ）2,512 （ ）2,512  －

(8）１年内返済予定の長期借入金 （ ）1,000 （ ）1,000  －

(9）長期借入金 （ ）2,500 （ ）2,500  －

(10）デリバティブ取引  

ヘッジ会計が適用されていないもの  7  7  －

ヘッジ会計が適用されているもの ( ）631 ( ）631  －
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当連結会計年度（平成24年３月31日） 

（*）負債に計上されているものについては、（ ）で示しております。 
  
（注）１．金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項 

(1）現金及び預金、並びに(2）受取手形及び売掛金 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。 

(3）投資有価証券 その他有価証券 
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。 

(4）支払手形及び買掛金、(5）短期借入金、(6）未払金、並びに(7）未払法人税等 
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、当該帳簿価額によっており
ます。 

(8）１年内返済予定の長期借入金、(9）長期借入金 
変動金利による長期借入金は、金利スワップの特例処理の対象とされており、当該金利スワップと一体
として処理された元金利の合計額を、同様の借入を行った場合に適用される合理的に見積もられる金利
で割り引いて算定する方法によっております。 

(10）デリバティブ取引 
デリバティブ取引によって生じた正味の債権・債務は純額で表示しており、合計で正味の債務となる項
目については、（ ）で示しております。注記事項「デリバティブ取引関係」をご参照下さい。 
  

２．時価を把握することが極めて困難と認められる金融商品 

これらについては、市場価格がなく、かつ将来キャッシュ・フローを見積ることなどができず、時価を把
握することが極めて困難と認められることから、「（3）投資有価証券 その他有価証券」には含めており
ません。 

  

  連結貸借対照表計上額 
（*）（百万円） 

時価（*） 
（百万円） 差額（百万円） 

(1）現金及び預金  3,527  3,527  －

(2）受取手形及び売掛金  9,480  9,480  －

(3）投資有価証券    

その他有価証券  112  112  －

(4）支払手形及び買掛金 （ ）3,253 （ ）3,253  －

(5）短期借入金 （ ）4,545 （ ）4,545  －

(6）未払金 （ ）1,412 （ ）1,412  －

(7）未払法人税等 （ ）3,267 （ ）3,267  －

(8）１年内返済予定の長期借入金 （ ）1,000 （ ）1,000  －

(9）長期借入金 （ ）1,500 （ ）1,500  －

(10）デリバティブ取引  

ヘッジ会計が適用されているもの ( ）180 ( ）180  －

  （単位：百万円）

区分 前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

非上場株式  0  0
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３．金銭債権及び満期のある有価証券の連結決算日後の償還予定額 
  前連結会計年度（平成23年３月31日） 

  
  当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  
４．長期借入金の連結決算日後の返済予定額 
連結附属明細表「借入金等明細表」をご参照下さい。 

  

  １年以内 
（百万円） 

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金  1,794  －  －  －

受取手形及び売掛金  4,754  －  －  －

合計  6,549  －  －  －

  １年以内 
（百万円） 

１年超 
５年以内 
（百万円） 

５年超 
10年以内 
（百万円） 

10年超 
（百万円） 

現金及び預金  2,982  －  －  －

受取手形及び売掛金  9,480  －  －  －

合計  12,463  －  －  －
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  １．その他有価証券 
 前連結会計年度（平成23年３月31日） 

（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額0百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め
て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 

  
 当連結会計年度（平成24年３月31日） 

  
（注） 非上場株式（連結貸借対照表計上額0百万円）については、市場価格がなく、時価を把握することが極め

て困難と認められることから、上表の「その他有価証券」には含めておりません。 
  
  ２．売却したその他有価証券 

 前連結会計年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 

 当連結会計年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 

  
 ３．減損処理を行った有価証券 

  当連結会計年度において、有価証券について251百万円（その他有価証券の株式251百万円）減損処理を行ってお
ります。 
  なお、株式の減損処理にあたり、時価が著しく下落したと判断するための合理的な基準としては「取得原価と比
較して30％以上の下落」を適用することとしております。 

  

（有価証券関係） 

  種類 連結貸借対照表計上
額（百万円） 取得原価（百万円） 差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

株式  169  111  58

小計  169  111  58

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

株式  5  6  △1

小計  5  6  △1

合計  175  118  56

  種類 連結貸借対照表計上
額（百万円） 取得原価（百万円） 差額（百万円） 

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えるも
の 

株式  34  1  32

小計  34  1  32

連結貸借対照表計上額
が取得原価を超えない
もの 

株式  78  119  △41

小計  78  119  △41

合計  112  121  △8

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

 株式  146  138  3

合計  146  138  3

種類 売却額（百万円） 売却益の合計額 
（百万円） 

売却損の合計額 
（百万円） 

(1）株式  5  0  －

(2）債券  50  0  －

合計  55  0  －
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１．ヘッジ会計が適用されていないデリバティブ取引 
通貨関連 
前連結会計年度（平成23年３月31日）  

（注） 時価の算定方法 
先物為替相場に基づいて算定しております。 
  
当連結会計年度（平成24年３月31日）  
 該当事項はありません。 

  
２．ヘッジ会計が適用されているデリバティブ取引 
(1）通貨関連 
前連結会計年度（平成23年３月31日）  

（注） 時価の算定方法 
先物為替相場に基づいて算定しております。 
  
当連結会計年度（平成24年３月31日）  

（注） 時価の算定方法 
先物為替相場に基づいて算定しております。 

  

（デリバティブ取引関係） 

区分 取引の種類 契約額等 
(百万円) 

契約額等のう
ち１年超 
(百万円) 

時価 
(百万円) 

評価損益 
(百万円) 

市場取引以外の 
取引 

為替予約取引 
買建 
米ドル 

 
 

 455

 
 
 －

 
 

 463

 
 

 7

合 計  455  －  463  7

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対
象 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

為替予約等の 
振当処理 

為替予約取引 
売建 
米ドル 売掛金  61  －  62

合 計  61  －  62

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対
象 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

為替予約等の 
振当処理 

為替予約取引 
売建 
米ドル 
買建 
米ドル 
韓国ウォン 

  
  
売掛金 
  
買掛金 
買掛金 

  
 

  
 

 
  

302

42
244

  
 
  
 
 
 

－

－
－

  
 

  
 

 
 

299

42
242

合 計  588  －  585

5857/2012年-61-



(2）金利通貨関連 
前連結会計年度（平成23年３月31日）  

（注） 金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている
ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。 
  
当連結会計年度（平成24年３月31日）  

（注） 金利通貨スワップの一体処理によるものは、ヘッジ対象とされている長期借入金と一体として処理されている
ため、その時価は、当該長期借入金の時価に含めて記載しています。 

  
(3）商品関連 
前連結会計年度（平成23年３月31日）  

（注） 時価の算定方法 
取引先から提示された価格に基づいて算定しております。 
  
当連結会計年度（平成24年３月31日）  

（注） 時価の算定方法 
取引先から提示された価格に基づいて算定しております。 

  

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対
象 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

金利通貨スワップ
の一体処理（特例
処理・振当処理） 

金利通貨スワ
ップ取引 
変動受取・固
定支払 
日本円受取・
米ドル支払 

長期借入金  3,500  2,500 （注） 

合 計  3,500  2,500  －

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対
象 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

金利通貨スワップ
の一体処理（特例
処理・振当処理） 

金利通貨スワ
ップ取引 
変動受取・固
定支払 
日本円受取・
米ドル支払 

長期借入金  2,500  1,500 （注） 

合 計  2,500  1,500  －

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対
象 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

原則的処理方法 
貴金属製品
先渡取引 
売建 

貴金属製品  13,701  －  14,332

合 計  13,701  －  14,332

ヘッジ会計の方法 取引の種類 主なヘッジ対
象 

契約額等 
（百万円） 

契約額等のう
ち１年超 
（百万円） 

時価 
（百万円） 

原則的処理方法 
貴金属製品
先渡取引 
売建 

貴金属製品  8,353  －  8,535

合 計  8,353  －  8,535
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１．採用している退職給付制度の概要 
 アサヒプリテック㈱は、昭和62年９月より適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成23年８月付で
適格退職年金制度を廃止しております。なお、一部の連結子会社は、退職一時金制度を採用しております。

  
２．退職給付債務に関する事項 

  
３．退職給付費用に関する事項 

（注） 上記退職給付費用以外にアサヒプリテック㈱における適格退職年金制度の廃止に伴う退職給付制度終了益159
百万円を特別利益として計上しております。 

  
４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

（注） アサヒプリテック㈱は、昭和62年９月より適格退職年金制度を採用しておりましたが、平成23年８月付で適格
退職年金制度を廃止しております。また、一部の連結子会社は、退職給付債務の算定にあたり、簡便法を採用
しておりますので、当連結会計年度では退職給付債務等の計算の基礎に関する事項を記載しておりません。 

  

（退職給付関係） 

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

(1）退職給付債務（百万円）  △1,051  △65

(2）年金資産（百万円）  766  －

(3）退職給付引当金（百万円）  △205  △65

(4）未認識数理計算上の差異（百万円）  79  －

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

(1）勤務費用（百万円）  71  10

(2）利息費用（百万円）  18  －

(3）期待運用収益（減算）（百万円）  7  －

(4）数理計算上の差異の費用処理額（百万円）  28  －

(5）退職給付費用（百万円）  111  10

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

(1）割引率（％）  2.0  －

(2）期待運用収益率（％）  1.0  －

(3）退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準  －

(4）数理計算上の差異の処理年数（年）  5  －
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１．ストック・オプションに係る費用計上額及び科目名 

  
２．ストック・オプションの内容、規模及びその変動状況 
(1）ストック・オプションの内容 

（注） 株式数に換算して記載しております。 
  

（ストック・オプション等関係） 

  （単位：百万円）

  
前連結会計年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日）  

当連結会計年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

販売費及び一般管理費 28 38 

  平成22年 
ストック・オプション 

付与対象者の区分及び人数 
当社および当社子会社の取締役、使用人 
19名 

株式の種類別のストック・オプシ
ョンの数（注） 

普通株式  202,000株 

付与日 平成22年７月９日 

権利確定条件 

新株予約権の割当てを受けた対象者は、権利行
使時において当社、当社子会社または当社関連
会社の取締役、監査役または使用人の地位にあ
ることを要する。ただし、当社、当社子会社ま
たは当社関連会社の取締役、監査役を任期満了
により退任した場合、または定年退職した場合
など、当社取締役会が特別に認めた場合はこの
限りではない。 

対象勤務期間 自平成22年７月９日 至平成24年７月９日 

権利行使期間 自平成24年７月10日 至平成27年７月９日 
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(2）ストック・オプションの規模及びその変動状況 
 当連結会計年度（平成24年３月期）において存在したストック・オプションを対象とし、ストック・オプション
の数については、株式数に換算して記載しております。 
① ストック・オプションの数 

  
② 単価情報 

  
３．ストック・オプションの権利確定数の見積方法 

 基本的には、将来の失効数の合理的な見積りは困難であるため、実績の失効数のみ反映させる方法を採用してお
ります。 

  

    平成22年 
ストック・オプション 

権利確定前 （株）  

前連結会計年度末    202,000

付与    －

失効    －

権利確定    －

未確定残    202,000

権利確定後 （株）  

前連結会計年度末    －

権利確定    －

権利行使    －

失効    －

未行使残    －

    平成22年 
ストック・オプション 

権利行使価格 （円）  1,935

行使時平均株価 （円）  －

付与日における公正な評価単価 （円）  385.68
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  （注） 前連結会計年度及び当連結会計年度における繰延税金資産の純額は、連結貸借対照表の以下の項目に含まれ
ております。 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

  

（税効果会計関係） 

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

 
 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

繰延税金資産    

未払事業税 百万円186   百万円231
賞与引当金  290    250
役員賞与引当金  11    11
退職給付引当金  82    24
投資有価証券評価損否認   －    101
税務上の繰越欠損金  433    410
その他  475    284
繰延税金資産小計  1,481    1,314
評価性引当額  △410    △448

繰延税金資産合計  1,070    866
繰延税金負債       
その他有価証券評価差額金  △23    △10
土地評価差額  △119    △107
のれん調整額  △172    △192
未実現損益  △1,289    △1,336
その他  －    △7

繰延税金負債合計  △1,604    △1,654

繰延税金資産（負債）の純額  △534    △788

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日）  

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

流動資産－繰延税金資産 百万円929   百万円676
固定資産－繰延税金資産  71    181
固定負債－繰延税金負債  △1,535    △1,646

  前連結会計年度 
（平成23年３月31日） 

 
 

当連結会計年度 
（平成24年３月31日） 

法定実効税率  法定実効税率と税効果会計適用後
の法人税等の負担率との間の差異が
法定実効税率の100分の５以下であ
るため注記を省略しております。 
  

  
  
  
  
  
  

  ％ 40.7

（調整）     

住民税均等割額    0.6
評価性引当額の増減    2.4
のれん償却     0.8
その他    0.5
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正    0.2

税効果会計適用後の法人税等の負担率    45.2
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３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第
114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平
成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する連結会計年度から法人税率
の引下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計
算に使用する法定実効税率は従来の40.7％から平成24年４月１日に開始する連結会計年度から平成26年４月１日に開
始する連結会計年度に解消が見込まれる一時差異については38.0％に、平成27年４月１日に開始する連結会計年度以
降に解消が見込まれる一時差異については、35.6％となります。 
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）が25百万円、繰延ヘッジ損益が
４百万円、それぞれ減少し、法人税等調整額が22百万円、その他有価証券評価差額金が１百万円、それぞれ増加して
おります。 
  

１．報告セグメントの概要 
 当社の報告セグメントは、当社の構成単位のうち分離された財務情報が入手可能であり、取締役会
が、経営資源の配分の決定及び業績を評価するために、定期的に検討を行う対象となっているもので 
あります。 
 当社は純粋持株会社としてグループ全体の戦略機能を担い、各事業会社は貴金属・希少金属等のリ 
サイクル事業及び産業廃棄物処理その他の環境保全事業に従事しております。 
 したがって、当社は、事業部門を基礎とした製品・サービス別のセグメントから構成されており、
「貴金属リサイクル事業」及び「環境保全事業」の２つを報告セグメントとしております。 
 「貴金属リサイクル事業」は、貴金属含有スクラップ等から、金・銀・パラジウム・プラチナ・イ 
ンジウム等の貴金属・希少金属をリサイクルし、販売することを主たる業務としております。「環境 
保全事業」は、産業廃棄物の収集運搬及び中間処理を主たる業務としております。 

  
２．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額の算定方法 
 報告されている事業セグメントの会計処理の方法は、「連結財務諸表作成のための基本となる重要 
な事項」における記載と同一であります。 

  
３．報告セグメントごとの売上高、利益又は損失、資産、負債その他の項目の金額に関する情報 
前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日）  

（注）１．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
２．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれて 
    おります。 

  

（セグメント情報等） 
【セグメント情報】 

  
貴金属リサイクル 

事業 
（百万円） 

環境保全事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

売上高    

外部顧客への売上高  96,397  14,106  110,504

セグメント間の内部売上高又は振替高  －  －  －

計  96,397  14,106  110,504

セグメント利益  9,060  1,600  10,661

セグメント資産  41,131  18,011  59,143

その他の項目    

減価償却費  1,229  839  2,069

のれんの償却額  11  264  276

持分法適用会社への投資額  80  －  80

有形固定資産及び無形固定資産の増加額  2,285  1,081  3,366
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当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

（注）１．セグメント利益の合計額は、連結損益計算書の営業利益と一致しております。 
２．減価償却費、有形固定資産及び無形固定資産の増加額には長期前払費用と同費用に係る償却額が含まれて 
    おります。 

  

  
貴金属リサイクル 

事業 
（百万円） 

環境保全事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

売上高    

外部顧客への売上高  136,571  14,522  151,094

セグメント間の内部売上高又は振替高  －  －  －

計  136,571  14,522  151,094

セグメント利益  9,364  1,852  11,217

セグメント資産  38,833  19,482  58,315

その他の項目    

減価償却費  1,397  948  2,345

のれんの償却額  11  294  306

持分法適用会社への投資額  73  －  73

有形固定資産及び無形固定資産の増加額  778  842  1,620
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前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 
１．製品及びサービスごとの情報 
 セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

  
２．地域ごとの情報 
(1）売上高 
 本邦の外部顧客への売上高が連結損益計算書の売上高の90％を超えるため、記載を省略しておりま
す。 

  
(2）有形固定資産 
 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。 

  
３．主要な顧客ごとの情報 

      
   

当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 
１．製品及びサービスごとの情報 
 セグメント情報として、同様の情報が開示されているため、記載を省略しております。 

  
２．地域ごとの情報 
(1）売上高 

（注）売上高は顧客の所在地を基礎とし、国又は地域に分類しております。  

(2）有形固定資産 
 本邦に所在している有形固定資産の金額が連結貸借対照表の有形固定資産の金額の90％を超えるた
め、記載を省略しております。 

  
３．主要な顧客ごとの情報    

  
  

前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 
 該当事項はありません。 

  
当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

  

【関連情報】 

顧客の名称又は氏名 売上高（百万円） 関連するセグメント名 

Standard Bank Plc  15,359 貴金属リサイクル事業 

  （単位：百万円）

日本  その他 合計 

 135,702  15,392  151,094

顧客の名称又は氏名 売上高（百万円） 関連するセグメント名 

三井物産株式会社  37,410 貴金属リサイクル事業 

Standard Bank Plc  15,123 貴金属リサイクル事業 

【報告セグメントごとの固定資産の減損損失に関する情報】 

  貴金属リサイクル 
事業  環境保全事業  合計 

減損損失  171  －  171
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前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 

  
当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 

  

     該当事項はありません。 
   

前連結会計年度（自平成22年４月１日 至平成23年３月31日） 
 該当事項はありません。 

  
当連結会計年度（自平成23年４月１日 至平成24年３月31日） 
 該当事項はありません。 

  

【報告セグメントごとののれんの償却額及び未償却残高に関する情報】 

  貴金属リサイクル事業 
（百万円） 

環境保全事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

当期償却額  11  264  276

当期末残高  －  2,036  2,036

  貴金属リサイクル事業 
（百万円） 

環境保全事業 
（百万円） 

合計 
（百万円） 

当期償却額  11  294  306

当期末残高  67  1,902  1,970

【報告セグメントごとの負ののれん発生益に関する情報】 

【関連当事者情報】 
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記載
しておりません。 

   ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 「アサヒ従業員持株会信託口」が所有する当社株式（前連結会計年度末は435,900株、当連結会計年度末は340,900株）
については、連結財務諸表において自己株式として認識しているため、前連結会計年度末及び当連結会計年度末の「期中
平均株式数」は、当該株式が控除されております。 

  

     該当事項はありません。  
  
  
  

（１株当たり情報） 

  
  
  

前連結会計年度 
（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 1,062.30 円 1,198.77
１株当たり当期純利益金額 円 190.46 円 183.20

  
前連結会計年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当連結会計年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当期純利益金額（百万円）  6,144  5,926
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円）  6,144  5,926
期中平均株式数（千株）  32,260  32,349
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１
株当たり当期純利益金額の算定に含めなかった
潜在株式の概要 

平成22年ストック・オプション（普通株式 202,000株） 
なお、概要は「第４提出会社の状況、１株式等の状況、(2）新株
予約権等の状況」に記載のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

5857/2012年-71-



（注）１．平均利率については、期中平均残高に対する加重平均利率を記載しております。 
２．リース債務の平均利率については、リース料総額に含まれる利息相当額を控除する前の金額でリース債務を
連結貸借対照表に計上しているため、記載しておりません。 

３．連結決算日後５年間の返済予定額は以下のとおりであります。 

  

 当連結会計年度期首及び当連結会計年度末における資産除去債務の金額が、当連結会計年度期首及び当連結会
計年度末における負債及び純資産の合計額の100分の１以下であるため、連結財務諸表規則第92条の２の規定に
より記載を省略しております。 

  

当連結会計年度における四半期情報等 

  

  

⑤【連結附属明細表】 
【借入金等明細表】 

区分 当期首残高 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

平均利率 
（％） 返済期限 

短期借入金  9,448  4,545 0.290 － 

１年内返済予定の長期借入金  1,000  1,000 0.280 － 

１年内返済予定のリース債務  －  57 － － 

長期借入金（１年以内に返済予定のものを除く。）  2,500  1,500 0.231 平成25年 

リース債務（１年以内に返済予定のものを除く。）  －  70 － 平成25年～28年 

その他有利子負債  －  － － － 

合計  12,948  7,173 － － 

  １年超２年以内 
（百万円） 

２年超３年以内 
（百万円） 

３年超４年以内 
（百万円） 

４年超５年以内 
（百万円） 

長期借入金  1,500  －  －  －

リース債務  43  18  8  0

【資産除去債務明細表】 

（２）【その他】 

（累計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 当連結会計年度 

売上高（百万円）  35,036  72,748  113,116  151,094

税金等調整前四半期（当期）
純利益金額（百万円） 

 3,301  6,115  7,949  10,810

四半期（当期）純利益金額
（百万円） 

 1,940  3,488  4,438  5,926

１株当たり四半期（当期） 
純利益金額（円） 

 60.04  107.93  137.27  183.20

（会計期間） 第１四半期 第２四半期 第３四半期 第４四半期 

１株当たり四半期純利益金額
（円） 

 60.04  47.89  29.36  45.93
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２【財務諸表等】 
（１）【財務諸表】 
①【貸借対照表】 

(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

資産の部   
流動資産   
現金及び預金 92 685 
前渡金 10 － 
前払費用 0 1 
繰延税金資産 41 17 
関係会社短期貸付金 4,088 4,087 
未収入金 216 2 
未収還付法人税等 710 986 
流動資産合計 5,160 5,780 

固定資産   
有形固定資産   
建物 4,917 4,801 
減価償却累計額 △285 △640 

建物（純額） 4,631 4,160 
工具、器具及び備品 4 4 
減価償却累計額 △2 △3 

工具、器具及び備品（純額） 1 1 
土地 3,491 3,592 
有形固定資産合計 8,125 7,754 

無形固定資産   
ソフトウエア 107 84 
無形固定資産合計 107 84 

投資その他の資産   
関係会社株式 27,509 27,509 
繰延税金資産 － 45 
投資その他の資産合計 27,509 27,554 

固定資産合計 35,741 35,393 

資産合計 40,901 41,173 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(平成23年３月31日) 

当事業年度 
(平成24年３月31日) 

負債の部   
流動負債   
短期借入金 ※2  6,648 ※2  4,545 

1年内返済予定の長期借入金 1,000 1,000 
未払金 33 69 
未払費用 5 5 
賞与引当金 10 11 
役員賞与引当金 18 19 
その他 1 12 
流動負債合計 7,716 5,664 

固定負債   
長期借入金 2,500 1,500 
固定負債合計 2,500 1,500 

負債合計 10,216 7,164 
純資産の部   
株主資本   
資本金 4,480 4,480 
資本剰余金   
資本準備金 6,054 6,054 
その他資本剰余金 16,994 17,007 
資本剰余金合計 23,048 23,061 

利益剰余金   
その他利益剰余金   
繰越利益剰余金 8,923 12,056 

利益剰余金合計 8,923 12,056 

自己株式 △5,795 △5,656 

株主資本合計 30,656 33,942 
新株予約権 28 67 
純資産合計 30,684 34,009 

負債純資産合計 40,901 41,173 
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②【損益計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

営業収益   
関係会社受取配当金 ※1  3,600 ※1  5,000 

関係会社受入手数料 ※1  600 ※1  690 

不動産賃貸収入 ※1  253 ※1  367 

営業収益合計 4,453 6,057 
営業費用   
販売費及び一般管理費 ※2  922 ※2  1,051 

営業費用合計 922 1,051 

営業利益 3,530 5,005 

営業外収益   
受取利息 ※1  6 ※1  25 

受取賃貸料 ※1  26 ※1  26 

その他 2 2 
営業外収益合計 35 54 

営業外費用   
支払利息 20 26 
貸与資産減価償却費 26 26 
その他 0 0 
営業外費用合計 47 53 

経常利益 3,519 5,006 
特別損失   
固定資産除却損 ※3  0 ※3  114 

災害による損失 11 － 

特別損失合計 11 114 

税引前当期純利益 3,507 4,892 

法人税、住民税及び事業税 2 2 
法人税等調整額 △24 △21 

法人税等合計 △22 △18 

当期純利益 3,530 4,911 
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③【株主資本等変動計算書】 
(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本   
資本金   
当期首残高 4,480 4,480 
当期変動額   
当期変動額合計 － － 

当期末残高 4,480 4,480 
資本剰余金   
資本準備金   
当期首残高 6,054 6,054 
当期変動額   
当期変動額合計 － － 

当期末残高 6,054 6,054 
その他資本剰余金   
当期首残高 16,973 16,994 
当期変動額   
自己株式の処分 20 13 
当期変動額合計 20 13 

当期末残高 16,994 17,007 
利益剰余金   
その他利益剰余金   
繰越利益剰余金   
当期首残高 7,005 8,923 
当期変動額   
剰余金の配当 △1,611 △1,777 
当期純利益 3,530 4,911 
当期変動額合計 1,918 3,133 

当期末残高 8,923 12,056 
自己株式   
当期首残高 △5,917 △5,795 
当期変動額   
自己株式の取得 △0 △0 
自己株式の処分 122 139 
当期変動額合計 121 138 

当期末残高 △5,795 △5,656 
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(単位：百万円)

前事業年度 
(自 平成22年４月１日 
 至 平成23年３月31日) 

当事業年度 
(自 平成23年４月１日 
 至 平成24年３月31日) 

株主資本合計   
当期首残高 28,596 30,656 
当期変動額   
剰余金の配当 △1,611 △1,777 
当期純利益 3,530 4,911 
自己株式の取得 △0 △0 
自己株式の処分 142 152 
当期変動額合計 2,059 3,285 

当期末残高 30,656 33,942 
新株予約権   
当期首残高 － 28 
当期変動額   
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 38 
当期変動額合計 28 38 

当期末残高 28 67 
純資産合計   
当期首残高 28,596 30,684 
当期変動額   
剰余金の配当 △1,611 △1,777 
当期純利益 3,530 4,911 
自己株式の取得 △0 △0 
自己株式の処分 142 152 
株主資本以外の項目の当期変動額（純額） 28 38 
当期変動額合計 2,088 3,324 

当期末残高 30,684 34,009 
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１．有価証券の評価基準及び評価方法 
子会社株式 
  移動平均法による原価法 

２．固定資産の減価償却の方法 
(1）有形固定資産 
  定率法（ただし、建物（建物附属設備を除く）については定額法） 
 取得価額が100千円以上200千円未満の資産（少額減価償却資産）については、３年均等償却 
(2）無形固定資産 
  定額法 
 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年以内）に基づいております。 

３．引当金の計上基準 
(1）賞与引当金 
  従業員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。 
(2）役員賞与引当金 

     役員の賞与の支給に充てるため、支給見込額に基づき計上しております。  
４．ヘッジ会計の方法 
 (1）ヘッジ会計の方法 

  繰延ヘッジ処理を採用しております。また、為替変動リスクのヘッジについて振当処理の要件を満たしている 
場合には振当処理を、金利スワップについて特例処理の条件を満たしている場合には特例処理を採用しておりま 
す。 

 (2）ヘッジ手段とヘッジ対象 
 ヘッジ手段 
  通貨スワップ、金利スワップ 
 ヘッジ対象 
  長期借入金の元利金支払額 

 (3）ヘッジ方針 
   内規に基づき、為替変動及び金利変動によるリスクをヘッジしております。 

 (4）ヘッジ有効性評価の方法 
   ヘッジ開始時から有効性判定時点までの期間において、ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動の累計を比較し、 
 両者の変動額を基礎にして評価しております。なお、振当処理によっている通貨スワップ、特例処理によってい 
 る金利スワップについては、有効性の評価を省略しております。 

５．消費税等の会計処理方法 
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。 

   

（会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準等の適用） 
 当事業年度の期首以後に行われる会計上の変更及び過去の誤謬の訂正より、「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する
会計基準」（企業会計基準第24号 平成21年12月４日）及び「会計上の変更及び誤謬の訂正に関する会計基準の適用指
針」（企業会計基準適用指針第24号 平成21年12月４日）を適用しております。 
  

【重要な会計方針】 

【追加情報】 
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１ 保証債務 
 次の関係会社の金融機関からの借入に対して、債務保証を行っております。 
(1）債務保証  

  
※２ 当座貸越契約 
  当社は、運転資金の効率的な調達を行うため取引銀行６行と当座貸越契約を締結しております。これら契約に
 基づく当事業年度末の借入未実行残高は次のとおりであります。 

  

※１ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれております。 

  
※２ 販売費及び一般管理費の主要な費目及び金額は次のとおりであります。 

 なお、全て一般管理費であります。  
  
※３ 固定資産除却損の内容は次のとおりであります。 

【注記事項】 
（貸借対照表関係） 

  前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

アサヒプリテック㈱ （借入債務） 百万円 1,600 百万円 －

合計  1,600  －

  前事業年度 
（平成23年３月31日） 

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

 当座貸越極度額 百万円 20,610 百万円 29,754
 借入実行残高  6,648  4,545

  差引額  13,962  25,209

（損益計算書関係） 

前事業年度 
（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

関係会社受取配当金 百万円 3,600   百万円 5,000
関係会社受入手数料  600    690
不動産賃貸収入  253    367
受取利息  6    25
受取賃貸料  26    26

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

 役員報酬 百万円 57 百万円 66
 給料手当  154  183
 賞与引当金繰入  9  11
 役員賞与引当金繰入  18  19
 減価償却費  294  366
 租税公課  143  97

  
前事業年度 

（自 平成22年４月１日 
至 平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自 平成23年４月１日 
至 平成24年３月31日） 

建物 百万円 0 百万円 113
工具、器具及び備品  0  0
ソフトウェア  0  0
 計  0  114
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前事業年度（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち0千株は、単位未満株式の買取りによる増加であります。 
２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち83千株は、従業員持株会信託口から従業員持株会への売却による
ものであります。 

３．自己株式数には、㈱三井住友銀行（アサヒ従業員持株会信託口）（以下「信託口」という。）が所有する当
社株式435,900株が含まれております。これは、平成22年２月に実施した信託口への自己株式の処分につい
て、会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託口が所有する当社株式を自己株式として
計上しているためであります。 

  
当事業年度（自 平成23年４月１日 至 平成24年３月31日） 
自己株式の種類及び株式数に関する事項 

（注）１．普通株式の自己株式の株式数の増加のうち0千株は、単位未満株式の買取りによる増加であります。 
２．普通株式の自己株式の株式数の減少のうち95千株は、従業員持株会信託口から従業員持株会への売却による
ものであります。 

３．自己株式数には、㈱三井住友銀行（アサヒ従業員持株会信託口）（以下「信託口」という。）が所有する当
社株式340,900株が含まれております。これは、平成22年２月に実施した信託口への自己株式の処分につい
て、会計処理上、当社と信託口が一体のものであると認識し、信託口が所有する当社株式を自己株式として
計上しているためであります。 

  

 子会社株式（当事業年度の貸借対照表計上額27,509百万円、前事業年度の貸借対照表計上額27,509百万円）
は、市場価格がなく、時価を把握することが極めて困難と認められることから、記載しておりません。 

  

（株主資本等変動計算書関係） 

  当事業年度期首株式
数（千株） 

当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数 
（千株） 

普通株式（注）１、２  4,036  0  83  3,953

合計  4,036  0  83  3,953

  当事業年度期首株式
数（千株） 

当事業年度増加株式
数（千株） 

当事業年度減少株式
数（千株） 

当事業年度末株式数 
（千株） 

普通株式（注）１、２  3,953  0  95  3,858

合計  3,953  0  95  3,858

（有価証券関係） 
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１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳 

  
２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との間に重要な差異があるときの、当該差異の原因となった
主要な項目別の内訳 

  
３．法人税等の税率の変更による繰延税金資産及び繰延税金負債の金額の修正 
 「経済社会の構造の変化に対応した税制の構築を図るための所得税法等の一部を改正する法律」（平成23年法律第
114号）及び「東日本大震災からの復興のための施策を実施するために必要な財源の確保に関する特別措置法」（平
成23年法律第117号）が平成23年12月２日に公布され、平成24年４月１日以後に開始する事業年度から法人税率の引
下げ及び復興特別法人税の課税が行われることとなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の計算に

使用する法定実効税率は従来の ％から平成24年４月１日に開始する事業年度から平成26年４月１日に開始する事
業年度に解消が見込まれる一時差異については ％に、平成27年４月１日に開始する事業年度以降に解消が見込ま
れる一時差異については、 ％となります。 
 この税率変更により、繰延税金資産の金額（繰延税金負債の金額を控除した金額）は４百万円減少し、法人税等調
整額が４百万円増加しております。 

  

（税効果会計関係） 

  前事業年度 
（平成23年３月31日）  

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

繰延税金資産   

税務上の繰越欠損金 百万円22   百万円45
未払事業税  3    4
賞与引当金  4    4
役員賞与引当金  7    7
その他  4    1
繰延税金資産合計  41    63
繰延税金資産の純額  41    63

  前事業年度 
（平成23年３月31日）  

当事業年度 
（平成24年３月31日） 

法定実効税率 ％ 40.7   ％ 40.7
（調整）       

受取配当金等永久に益金に算入されない項目  △41.8    △41.6
交際費等永久損金不算入項目  0.0    0.4
住民税均等割額  0.1    0.1
税率変更による期末繰延税金資産の減額修正  －    0.1
その他  0.3    0.0

税効果会計適用後の法人税等の負担率  △0.6    △0.4

40.7
38.0

35.6
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（注）１．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、希薄化効果を有している潜在株式が存在しないため記
載しておりません。 

   ２．１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

 「アサヒ従業員持株会信託口」が所有する当社株式（前事業年度末は435,900株、当事業年度末は340,900株）について
は、財務諸表において自己株式として認識しているため、前事業年度及び当事業年度の「期中平均株式数」は、当該株式
が控除されております。 
  

     該当事項はありません。 
  
  

（１株当たり情報） 

  
前事業年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

１株当たり純資産額 円 949.09 円 1,047.75
１株当たり当期純利益金額 円 109.42 円 151.83

  
前事業年度 

（自  平成22年４月１日 
至  平成23年３月31日） 

当事業年度 
（自  平成23年４月１日 
至  平成24年３月31日） 

当期純利益金額（百万円）  3,530  4,911
普通株主に帰属しない金額（百万円）  －  －

普通株式に係る当期純利益金額（百万円）  3,530  4,911
期中平均株式数（千株）  32,260  32,349
希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後
１株当たり当期純利益金額の算定に含めなか
った潜在株式の概要 

平成22年ストック・オプション（普通株式 202,000株） 
なお、概要は「第４提出会社の状況、１株式等の状況、(2）新株予約
権等の状況」に記載のとおりであります 

（重要な後発事象） 
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 該当事項はありません。 
  

（注）１．有形固定資産の増加額及び減少額がいずれも有形固定資産の総額の100分の５以下であるため、「当期首残
高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省略しております。 

２．無形固定資産の金額が、資産の総額の１％以下であるため「当期首残高」、「当期増加額」及び「当期減少
額」の記載を省略しております。 

  

  

④【附属明細表】 
【有価証券明細表】 

【有形固定資産等明細表】 

資産の種類 当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
（百万円） 

当期償却額 
（百万円） 

差引当期末残
高（百万円） 

有形固定資産        

建物  －  －  －  4,801  640  357  4,160

工具、器具及び備品  －  －  －  4  3  0  1

土地  －  －  －  3,592  －  －  3,592

有形固定資産計  －  －  －  8,398  643  358  7,754

無形固定資産        

ソフトウエア  －  －  －  181  96  35  84

無形固定資産計  －  －  －  181  96  35  84

【引当金明細表】 

区分 当期首残高 
（百万円） 

当期増加額 
（百万円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（百万円） 

当期減少額 
（その他） 
（百万円） 

当期末残高 
（百万円） 

賞与引当金  10  11  10  －  11

役員賞与引当金  18  19  18  －  19

5857/2012年-83-



① 流動資産 
１）現金及び預金 

  
２）関係会社短期貸付金 

  
② 固定資産 
１）関係会社株式 

  
③ 流動負債 
１）短期借入金 

  
２）1年内返済予定の長期借入金 

  

（２）【主な資産及び負債の内容】 

区分 金額（百万円） 

現金  －

預金の種類   

当座預金  564

普通預金  16

郵便貯金  20

別段預金  0

信託預金  82

小計  685

合計  685

区分 金額（百万円） 

アサヒプリテック㈱  4,087

合計  4,087

区分 金額（百万円） 

アサヒプリテック㈱  24,621

ジャパンウェイスト㈱  2,887

合計  27,509

区分 金額（百万円） 

㈱三菱東京ＵＦＪ銀行  2,400

㈱三井住友銀行  1,945

㈱中国銀行  200

合計  4,545

区分 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行  1,000

合計  1,000
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④ 固定負債 
１）長期借入金 

  

 該当事項はありません。 
  

区分 金額（百万円） 

㈱みずほ銀行  1,500

合計  1,500

（３）【その他】 
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（注） 当社定款の定めにより、単元未満株主は、会社法第189条第２項各号、第166条第１項に掲げる権利ならびに募
集株式または募集新株予約権の割当を受ける権利以外の権利を行使することはできません。 

  

第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ４月１日から３月31日まで 

定時株主総会 ６月中 

基準日 ３月31日 

剰余金の配当の基準日 ９月30日 ３月31日 

１単元の株式数 100株 

単元未満株式の買取り   

取扱場所 
（特別口座） 
大阪市中央区伏見町三丁目６番３号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 大阪証券代行部 

株主名簿管理人 
（特別口座） 
東京都千代田区丸の内一丁目４番５号 
三菱ＵＦＪ信託銀行株式会社 

取次所 ────── 

買取手数料 無料 

公告掲載方法 
電子公告により行う。ただし、やむを得ない事由により電子公告によること
ができない場合は、日本経済新聞に掲載する方法により行う。 
［http://www.asahiholdings.com］ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 
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 当社は、金融商品取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 
  

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 
(1）有価証券報告書及びその添付書類並びに確認書 
 事業年度（第２期）（自 平成22年４月１日 至 平成23年３月31日）平成23年６月17日近畿財務局長へ提出 
(2）内部統制報告書及びその添付書類 
平成23年６月17日近畿財務局長へ提出 

(3）四半期報告書及び確認書 
 （第３期第１四半期）（自 平成23年４月１日 至 平成23年６月30日）平成23年８月12日近畿財務局長に提
出。 
 （第３期第２四半期）（自 平成23年７月１日 至 平成23年９月30日）平成23年11月11日近畿財務局長に提
出。 
 （第３期第３四半期）（自 平成23年10月１日 至 平成23年12月31日）平成24年２月13日近畿財務局長に提
出。 
(4）臨時報告書 
平成23年６月20日近畿財務局長へ提出 
金融商品取引法第24条の５第４項及び企業内容等の開示に関する内閣府令第19条第２項第９号の２（株主総会に
おける議決権行使の結果）に基づく臨時報告書であります。 

  

第７【提出会社の参考情報】 
１【提出会社の親会社等の情報】 

２【その他の参考情報】 
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 該当事項はありません。 
  

第二部【提出会社の保証会社等の情報】 
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＜財務諸表監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるアサヒホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの連結会計年度の連結財務諸表、す
なわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結包括利益計算書、連結株主資本等変動計算書、連結キャッシュ・フロー
計算書、連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項、その他の注記及び連結附属明細表について監査を行った。 
  
連結財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結財務諸表を作成し適正に
表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない連結財務諸表を作成し適正に表示するために
経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結財務諸表に対する意見を表明するこ
とにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準
は、当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、連結財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当
監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用され
る。財務諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価
の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、連結財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制
を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価
も含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
  
監査意見 
 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサ
ヒホールディングス株式会社及び連結子会社の平成24年３月31日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連結会計年
度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

  独立監査人の監査報告書及び内部統制監査報告書   

平成24年６月14日

アサヒホールディングス株式会社 

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 千葉  彰  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 竹野 俊成  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 垂井  健  印 
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＜内部統制監査＞ 
 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第２項の規定に基づく監査証明を行うため、アサヒホールディングス株式
会社の平成24年３月31日現在の内部統制報告書について監査を行った。 
  
内部統制報告書に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、財務報告に係る内部統制を整備及び運用し、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に
係る内部統制の評価の基準に準拠して内部統制報告書を作成し適正に表示することにある。 
 なお、財務報告に係る内部統制により財務報告の虚偽の記載を完全には防止又は発見することができない可能性があ
る。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した内部統制監査に基づいて、独立の立場から内部統制報告書に対する意見を
表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の監査の基準
に準拠して内部統制監査を行った。財務報告に係る内部統制の監査の基準は、当監査法人に内部統制報告書に重要な虚偽
表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき内部統制監査を実施すること
を求めている。 
 内部統制監査においては、内部統制報告書における財務報告に係る内部統制の評価結果について監査証拠を入手するた
めの手続が実施される。内部統制監査の監査手続は、当監査法人の判断により、財務報告の信頼性に及ぼす影響の重要性
に基づいて選択及び適用される。また、内部統制監査には、財務報告に係る内部統制の評価範囲、評価手続及び評価結果
について経営者が行った記載を含め、全体としての内部統制報告書の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
  
監査意見 
 当監査法人は、アサヒホールディングス株式会社が平成24年３月31日現在の財務報告に係る内部統制は有効であると表
示した上記の内部統制報告書が、我が国において一般に公正妥当と認められる財務報告に係る内部統制の評価の基準に準
拠して、財務報告に係る内部統制の評価結果について、すべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  
以 上 

  

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社
が別途保管しております。 

２．連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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 当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられて
いるアサヒホールディングス株式会社の平成23年４月１日から平成24年３月31日までの第３期事業年度の財務諸表、すな
わち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算書、重要な会計方針、その他の注記及び附属明細表について監査を
行った。 
  
財務諸表に対する経営者の責任 
 経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して財務諸表を作成し適正に表示
することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない財務諸表を作成し適正に表示するために経営者が
必要と判断した内部統制を整備及び運用することが含まれる。 
  
監査人の責任 
 当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することに
ある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、
当監査法人に財務諸表に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに
基づき監査を実施することを求めている。 
 監査においては、財務諸表の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査手続は、当監査
法人の判断により、不正又は誤謬による財務諸表の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。財務
諸表監査の目的は、内部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、財務諸表の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。
また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体と
しての財務諸表の表示を検討することが含まれる。 
 当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。 
  
監査意見 
 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、アサヒホ
ールディングス株式会社の平成24年３月31日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をすべての重
要な点において適正に表示しているものと認める。 
  
利害関係 
 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 
  

以 上 

  

  独立監査人の監査報告書   

平成24年６月14日

アサヒホールディングス株式会社 

  取締役会 御中   

  新日本有限責任監査法人 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 千葉  彰  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 竹野 俊成  印 

  
指定有限責任社員 
業務執行社員   公認会計士 垂井  健  印 

（注）１．上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社
が別途保管しております。 

２．財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。 
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